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第 1 章 緒 論 

 

紀元前より変化を続ける情報機器 1） は，人間の生活様式や行動様式だけでなく，人生観や価

値観すらも変えてしまった。情報社会の発展によって，人間は時間・空間を越えて多くの情報

を手に入れることができるようになった。蓄積され続ける人間活動の情報を，いつでも，どこ

でも，入手できる時代の中で，我々人類はそれらを個人の成長のみならず，社会が直面するさ

まざまな問題の解決に役立てながら，より良い社会の構築に努めていかなければならない。情

報技術がさらに高度に進歩する未来を見据え，今を生きる子どもたち，これから誕生する子ど

もたちに何を教え，何を育まなければならないのかを真摯に考える必要が生じている。 

今日の社会は，情報社会として発展しているにも関わらず，環境，貧困，人権，平和，開発

と言った様々な問題に直面している。この直面する問題を解決し，快適で安全安心な持続可能

な社会を実現するためにも，未来を創造する子どもたちに問題解決の力を育んでいく必要があ

る。世界的には ESD（Education for Sustainable Development） 「持続可能な開発のための教

育」2） を通して，子どもたちの問題解決能力育成が進められている。ESD は，UNESCO（国

際連合教育科学文化機関）が推進する「持続可能な社会づくりの担い手を育むための教育」で

あり，「地球に存在する人間を含めた命ある生物が未来までその営みを続けていくために，世界

が直面している課題を自らの問題として捉え，一人ひとりが自分にできることを考え，実践で

きるようにするための学習や活動」2） である。ESD で育むべき力として，「持続可能な開発に

関する価値観 （人間の尊重，多様性の尊重）」，「体系的な思考力（問題や現象の背景の理解，

多面的かつ総合的なものの見方）」，「代替案の思考力（批判力）」，「データや情報の分析能力」，

「コミュニケーション能力」，「リーダーシップの向上」が挙げられている 3） 。特に，体系的な

思考力やデータや情報の分析能力と言った能力は，問題解決能力の基本的な力である。ESD は

「持続可能な社会の構築」を目指す教育として国際的にその重要性が増す中 4),5) ，特に少子・

高齢化などの様々な問題に直面している日本にとって 6) ，情報教育を通した子どもたちの問題

解決能力育成への期待が一層高まっている。 

さらに，世界中で問題解決能力の必要性が急速に高まっている。近年，「変化」，「複雑性」，

「相互依存」に特徴付けられる時代に対応するための能力として「キー・コンピテンシー」7） 

が世界中で議論されている。キー・コンピテンシーは，OECD（経済協力開発機構）が設立し

た DeSeCo（Definition and Selection of Competencies：コンピテンシーの定義と選択）によっ
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て提案された 7） 。DeSeCo は，キー・コンピテンシーの性質を「人生の成功や社会の発展にと

って有益」，「さまざまな文脈の中でも重要な要求（課題）に対応するために必要」，「特定の専

門家ではなくすべての個人にとって重要」と定義した 8） 。さらに，キー・コンピテンシーを 3

つのカテゴリー，1．社会・文化的，技術的ツールを相互作用的に活用する能力（個人と社会と

の相互関係），2．多様な社会グループにおける人間関係形成能力（自己と他者との相互関係），

3．自律的に行動する能力（個人の自律性と主体性）に分類し，中核となるものとして反省性（考

える力）を挙げている 8）  。このキー・コンピテンシーは，国際的な学習到達調査 PISA

（Programme for International Student Assessment）にも取り入れられたことから，様々な国

の教育政策にも大きな影響を与えている 9),10) 。特に，PISA2012 においては，子どもたちの問

題解決能力を測る調査が行われるなど，世界中で問題解決能力育成についての注目が高まって

いる。その調査において日本の生徒の得点は，OECD 加盟国 28 カ国中，韓国に次いで 2 番目

に高く，44 の全ての調査参加国・地域中 3 番目であった 11) 。一方で，PISA2015 において日本

は，トップクラスの成績を出しながらも読解力に課題があると指摘された 12) 。読解力は，問題

解決能力の基本となる力である。論理を読み取り，問題を解くためのアルゴリズムを考えため

に必要となる読解力は，日本の情報教育が育成を目指す「情報活用能力」の基本となる力でも

ある 13) 。日本が世界での存在感を維持するためには，読解力を含めた問題解決能力育成に重点

を置いた情報教育の充実が肝要となっている。 

一方，米国では情報化やグローバル化を背景として，21 世紀に求められる能力についての議

論が活発化している。米通信機器企業や教育関係者などが設立した ATC21s （Assessment and 

Teaching of 21st Century Skills）は，21 世紀に求められるスキル「21 世紀型スキル」を提示

した 9) 。21 世紀型スキルとして示された 4 つの「領域」と 10 個のスキルは，「考え方」：1．

創造性とイノベーション，2．批判的思考・問題解決・意思決定，3．学び方の学習・メタ認知，

「働きか方」：4．コミュニケーション，5．コラボレーション（チームワーク），「働く道具」：

6．情報リテラシー，7．ICT リテラシー，「世界の中で生きる」：8．地域とグローバルのよい市

民であること（シチズンシップ），9．人生とキャリア発達，10．個人の責任と社会的責任（異

文化理解と適応力）となっている 14) 。ここでも，問題解決能力が重要な能力の一つとして挙げ

られている。また，21 世紀型スキル「5．コラボレーション」は，PISA2015，PSISA2018 調査

の「共同問題解決能力」に反映されるなど，世界規模の評価に影響を及ぼしている 14) 。一方，

日本では 2017・2018 年改訂の小・中学校及び高等学校学習指導要領 15)~17) において，21 世紀

型スキル「２．批判的思考・問題解決・意思決定」と同様の概念が学習指導要領改訂の大きな
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柱の一つ「思考力，判断力，表現力等の育成」として位置付けられている。また，21 世紀型ス

キル「6．情報リテラシー」や「７．ICT リテラシー」などと同様の力，「情報活用能力」は育

成すべき基本的なリテラシーとして位置付けられている。21 世紀型スキルで求められている資

質・能力は，日本の学校教育おいても育むべき重要な力として位置付けられていることからも，

情報教育の重要性がさらに高まっている。 

このように，激変する社会構造を背景としてキー・コンピテンシーや 21 世紀型スキルなど，

「これからの時代を生きるためにどのような資質・能力が必要か」という議論が世界中に広が

り，求められる資質・能力の一つとして問題解決能力が挙げられるようになっている。2016 年

9 月には中国も，中国版キー・コンピテンシーである「中核的資質」を公表し，問題解決能力

を育むべき資質の構成要素の一つとして掲げている 18) 。諸外国では，国レベルで汎用能力の育

成を目指したナショナルカリキュラムや教育スタンダードの検討等，様々な教育改革が進めら

れており，それらに対する調査研究も広く行われている 19)~22) 。近年，各国の教育改革の動向

から，求められる能力観は大きく変化しており「リテラシー概念は，最低限の読み書き能力か

ら高次の情報処理能力へと拡張され，さらに，リテラシーから情意を含む人間の全体的能力を

視野に入れるコンピテンシー概念へ展開している」と言われている 23) 。諸外国が育成を目指す

資質・能力の構成要素は，言語や数，情報を扱う「基本リテラシー」，思考力や学び方の学びを

中心とする「認知スキル」，社会や他者との関係やその中での自律に関わる「社会スキル」の 3

つに大別され 23) ，特に「認知スキル」に位置付く問題解決能力は，子どもたちが未来を切り開

くための中核となる力として多くの国々で育成が図られている。 

世界中で資質・能力育成が重視される背景には，めまぐるしい情報技術の進展が一因である

と指摘されている 22) 。具体的には，「情報化の進展で，既存の知識や情報が調べやすくなり，

簡単に覚えていることにより，調べたことを使って考え，情報や知識をまとめて新しい考えを

生み出す力が大事になってきた」ことが背景の一つであると言われている 22) 。 このような中，

世界中で情報に関する資質・能力の必要性が議論されており，代表的な例として EU「ディジ

タル・コンピテンス」，イギリス「情報テクノロジー」，オーストラリア「ICT 技術」，ニュージ

ーランド「言語・記号・テキストを使用する能力」，シンガポール「情報とコミュニケーション

スキル」，香港「情報技術スキル」などが挙げられる 22) 。読み・書き・そろばん等のいわゆる

基本リテラシーが文化的に生きる必須の能力であるように，今や「情報」を扱う力が人間にと

って文化的に生きるための能力の一つとして考えられるようになった。結果，情報教育は国家

の未来を左右する重要な施策となっている。 
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情報教育に関する世界の動向として，まず英国について考察する。英国では義務教育におけ

る情報教育が大きく変わった。英国は義務教育の教育課程の法的な枠組としてナショナルカリ

キュラム（National Curriculum）を制定している。ナショナルカリキュラムは，時代の移り変

わりと共に改定が行われてきた 24) 。技術・情報に関連する教科「Technology」は，1995 年の

改訂で「DT（Design and Technology）」と「IT（Information Technology）」の 2 教科となり，

1999 年の改訂では「IT」が「ICT(Information and Communication Technology)」に改名され，

2014 年の改訂では「ICT」が「Computing」へと改名された 25) 。これらの教科や改訂の経緯に

ついては，様々な研究がなされている 26),27) 。1995 年以降改名されていない教科「DT」は，技

術デザイン思考による問題解決等の学習が行われている。一方で，教科「ICT」が「Computing」

へと改編された経緯は，2010 年代初頭に遡る。当時実施されていた教科「ICT」は，ICT リテ

ラシーや情報活用能力の習得を中心とする内容であったため，政府内や産業界からコンピュー

タサイエンスが深く学習されてないとの指摘がなされるようになった。それを受け，2012 年

教育省は「ICT」を廃止し，Computer Science を学校カリキュラムの新たな科目の基盤として

確立することを発表した。その後，BCS（British Computer Society）と Royal Academy of 

Engineering が共同で新しいカリキュラムの素案を検討，2013 年最終的に教育省が教科

「Computing」を提示し，内容についても大幅な見直しが行われた 28) 。ナショナルカリキュラ

ムでは教科「Computing」の学習目的（Purpose of study）を次のように記している。 

 A high-quality computing education equips pupils to use computational thinking and 

creativity to understand and change the world. Computing has deep links with mathematics, 

science and design and technology, and provides insights into both natural and artificial 

systems. The core of computing is computer science, in which pupils are taught the principles 

of information and computation, how digital systems work and how to put this knowledge to 

use through programming. Building on this knowledge and understanding, pupils are equipped 

to use information technology to create programs, systems and a range of content. Computing 

also ensures that pupils become digitally literate – able to use, and express themselves and 

develop their ideas through, information and communication technology – at a level suitable 

for the future workplace and as active participants in a digital world. 29) 

このように英国の情報教育は，コンピュータサイエンスを重視する教育へと変わった。一方，

ここで表されている「Computational Thinking」こそが，コンピュータ教育で育まれる問題解

決能力を指している。カーネリーメロン大学の教授である Jeannette M. Wing は Computational 
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Thinking について，以下のように説明している。 

A way that humans, not computers, think. Computational thinking is a way humans solve 

problems; it is not trying to get humans to think like computers. Computers are dull and 

boring; humans are clever and imaginative. We humans make computers exciting. Equipped 

with computing devices, we use our cleverness to tackle problems we would not dare take on 

before the age of computing and build systems with functionality limited only by our 

imaginations; 30) 

 このように，Jeannette M. Wing は Computational Thinking を人間の問題解決の思考法であ

ると述べている。さらに，「現実の問題を抽象化する力。問題の解決とは関係のない要素を排除

して本質的な要素だけを抽出したり，その問題にとって何がインプットで何がアウトプットな

のかを分析したりする考え」であるとも述べている 31) 。表１-1 に，英国の教科「Computing」

で示されている，Computational Thinking の概念を示す 32) 。 

 

 英国で示されているように Computational Thinking とは，問題を解決する際，何が必要で何

が必要でないかを判断し，事象を分解し，解決の手順を考え，それを評価し，次の解決へと繋

げていく思考法である。Computational Thinking は，21 世紀の新しいリテラシーと言われ 33) ，

世界中でその育成についての教育改革が進められている 32) 。また，コンピュータサイエンスを

重視した情報教育による問題解決能力育成が世界各国で広まりつつある 34） 。日本では，2017

年改訂の小学校学習指導要領 15) においてプログラミングを体験しながら論理的思考力を身に

表 1-1 英国の教科コンピューティングでの Computational Thinking の概念 32) 

概 念 概 要 

Abstraction 問題を単純化するため，重要な部分は残し，不要な詳細は削除する。 

Decomposition 
問題や事象をいくつかの部分に，理解や解決できるように分解す

る。 

Algorithmic thinking 
問題を解決するための明確な手順で，同様の問題に共通して利用で

きるものである。 

Evaluation 
アルゴリズム，システムや手順などの解決方法が正しいか，確認す

る過程である。 

Generalisation  
類似性からパターンを見つけて，それを予測，規則の作成，問題解

決に使用する 
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付けるための学習活動が導入されるなど，情報教育を通した問題解決能力育成への期待が高ま

っている。 

次に，米国の情報教育について考察する。米国では，コンピュータ関連の学会 ACM（米国計

算機学会：Association For Computing Machinery）によって，高等教育におけるコンピューテ

ィングカリキュラム（ACM カリキュラム）が作成されてきた。2005 年には，ACM が IEEE-

CS（IEEE Computer Society）と共同開発した CC（Computing Curricula）2001 が公開された

35） 。その後 CC2001 は，2002 年，2003 年と整備され続け，2005年には 5つの領域 CS（Computer 

Science），IS（Information Systems），SE（Software Engineering），CE（ ），

IT（Information Technology）から構成された CC2005 が策定された 36） 。米国では，「教育」

は基本的に各州の専管事項となっている。したがって，米国には全国的な学校制度はない。各

州が独自のカリキュラムを設定するなど，多様な教育が行われているのが，米国の公教育の大

きな特徴である 37） 。その一方で，各地域で教育内容やレベルに差異が生じているという問題

が指摘されることもある。中でも，「情報教育」はほとんどの州で主要科目とはみなされてこな

かったため，学区や学校によって実施状況に差異が見られていた。そこで，ACM が州ごとに異

なる初等中等教育でのコンピュータサイエンス教育のスタンダードを統一化するために，2003

年「A Model Curriculum for K-12 Computer Science」を公開した 38） 。2011 年には，ACM の

支援により設立された，初等中等教育段階での情報教育を実践している教員や管理職・研究者

による団体 CSTA（CS 教員連盟：Computer Science Teachers Association）が「CSTA K-12 

Computer Science Standards」39） を公開した。Standards では，CS を「コンピュータとアルゴ

リズム過程（Algorithmic Process）を研究する学問分野であり，その原理，ハードとソフトの

設計・応用及び社会への影響についての研究を含む」と定義している 40） 。また，内容を「コ

ンピュテーショナルシンキング：Computational Thinking」，「協同：Collaboration」，「コンピ

ューティングの実践とプログラミング：Computing Practice and Programming」，「コンピュー

タと通信機器：Computer and Communications Devices」，「コミュニティ，グローバルと倫理

的影響：Community, Global, and Ethical Impacts」の 5 つの分類にし，表 1-2 に示すカリキュ

ラム構成を提案した 39),40） 。 

 このように，米国の情報教育は，コンピュータサイエンスに基づいて問題解決を学ぶ

Computational Thinking を育成する方向となっている。その他，米国では科学技術開発の競争

力向上を意図した，STEM 教育が注目されている。STEM 教育とは，Science（科学），Technology

（技術），Engineering（工学），Mathematics（数学）を土台として展開する科学技術人材育成 
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を目的とした教育であり，オバマ政権で国策として強化された 41) 。科学技術の発展に伴い，こ 

れからの社会に必要な資質や能力として STEM 教育に力を入れる国が増えており 42) ，STEM

教育の学習活動の一つであるプログラミング教育は多くの国で取り上げられている 32) 。日本

では，小学校でのプログラミングを通じた論理的思考力を育む教育が必修化となることからも，

STEM 教育への注目が高まっている 43) 。さらに，STEM は，理数系に留まらず Art（芸術）を

加えた STEAM の概念にも広がっている 44) 。科学的思考に加えてデザイン思考や感性・創造

力を育む教育の必要性が高まる日本においても，STEAM教育への注目が高まっている 45)~48) 。 

続いて，米国・英国以外の諸外国における情報教育の動向を考察する。はじめに，オースト

ラリアは全国統一のカリキュラムの実施が進められており，情報教育に関するカリキュラムは

ACARA（Australian Curriculum, Assessment and Reporting Authority）が開発している 49) 。情

報に関する教科「Technologies」は，より良い未来を創生することを目的に，「システム思考：

表 1-2 CSTA K-12 Computer Science Standards のカリキュラム構成 39),40) 

内 容 項 目 

Computational Thinking 

（CT） 

・問題解決 

・アルゴリズム 

・データ表現 

・抽象化 

・モデリングとシミュレーション 

・他教科における活用 

Collaboration 

（CL） 

・技術的なツールと資源をコラボレーションに用いる 

・協調的な努力としてのコンピューティング 

Computing Practice and 

Programming 

（CPP） 

・テクノロジー資源を学習に活用する 

・テクノロジー資源をディジタル作品の創造に活用する 

・プログラミングの習得と活用 

・遠隔情報と影響し合う 

・コンピューティング分野における職業 

・データ収集と分析の手法 

Computer and 

Communications Devices 

（CD） 

・コンピュータ 

・故障修理 

・ネットワーク 

・人間とコンピュータ 

Community, Global, and 

Ethical Impacts 

（CP） 

・責任を持った使用 

・技術の及ぼす影響 

・情報の正確さ 

・倫理，法律，そしてセキュリティ 



高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発 

8 

 

Systems Thinking」，「デザイン思考：Design Thinking」，「コンピュテーショナルシンキング：

Computational Thinking」，「プロジェクトマネジメント：Project Management」の能力育成を

目指している。科目は，「Design and Technologies」と「Digital Technologies」の 2 科目から

構成されている。「Design and Technologies」は，設計や技術，栽培や食品など日本の「技術・

家庭」に近い内容となっている。一方で，「Digital Technologies」は，コンピュータサイエンス

を中心とした内容となっており，プログラミングについても取り扱われる 32) 。次に，ドイツで

は 2016 年各州文部大臣会議が，職業生活や社会生活を築いていくうえで若者が身に付けるデ

ィジタル関連能力などを示した「ディジタル世界の教育：Bildung in der digitalen Welt」50) 戦

略を公表した。要求水準の 5 つの領域として，1．検索する，処理する，保存する，2．コミュ

ニケーションをとる，協力する，3．制作する，プレゼンする，4．保護する，確実に実行する，

5．問題を解決する，交渉する，6．分析する，反省する，が示されている 18) 。ニュージーラン

ドでは，2016 年ニュージーランド省が，「Digital Technologies」を国の教育課程基準である全

国カリキュラムに正式に組み込むことを発表している 51) 。背景には，STEM 分野の学習者の

増加を図るための施策を重視していることが影響している 18) 。シンガポールでは，教育省が示

した「21st Century Competencies」52) の中で，プログラミングを含む情報スキルが身に付ける

べき技能の一つとして位置付けられた。シンガポールは早くから先進的な情報社会を実現させ

た国であることから 53),54) ，今後の情報教育の動向についても注目されている。韓国では，2017

年度から段階的に導入されている「2015 年改定教育課程」において，初等学校と高等学校でプ

ログラミング教育が必修化された。2015 年改定教育課程では，初等学校第 5，6 学年の「実科」

に「ソフトウェアの理解」や「プログラミングの要素と構造」などが学習内容として設定され

ている。また，中学校では選択科目の一つであった「情報」が必修化された 18) 。さらに，様々

な国の情報教育の状況がまとめられた報告書 55) では，「ナショナルカリキュラムのもと，プロ

グラミング教育を普通教科として単独で実施している国はないが，情報教育やコンピュータサ

イエンスに関わる教科の中での実施がみられた。初等教育段階（日本の小学校に相当）では，

英国，ハンガリー，ロシアが必修科目として実施。前期中等教育段階（日本の中学校に相当）

では，英国，ハンガリー，ロシア，香港が必修科目として，韓国，シンガポールが選択科目と

して実施。後期中等教育段階（日本の高等学校に相当）では，ロシア，上海，イスラエルが必

修科目として，英国，フランス，イタリア，スウェーデン，ハンガリー，カナダ（オンタリオ

州），アルゼンチン，韓国，シンガポール，香港，台湾，インド，南アフリカが選択科目として

実施している」と報告されている。 
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これまで，世界における問題解決能力を育む教育の考え方と情報教育の関連について考察し

てきた。続いて，世界の国々が予測困難な時代に対応できる人材育成に注力している中で，日

本にどのような教育が求められているのかについて考察する。これまで人類は，技術革新に伴

ういくつかの産業革命を成し遂げてきた。はじめに 18 世紀から 19 世紀初頭にかけて蒸気機

関，紡績機などの機械化を中心とした「第 1 次産業革命」を経験した。次に，19 世紀後半，石

油，電力，重化学工業への移行による「第 2 次産業革命」，続いて 20 世紀後半，インターネッ

トの出現，情報技術の急激な普及に伴う「第 3 次産業革命」と，人類は 3 つの大きな変革を成

し遂げてきた。そして今，現在進行中とされているのが，「第 4 次産業革命」である。「第 4 次

産業革命」とは，IoT・ビッグデータ・人工知能（AI）・ロボット等の技術によって，新しい価

値やサービスが創出される革命である 56),57） 。今までの段階的な産業革命では，様々な国や企

業が覇者となっている。第 1 次産業革命はイギリス，第 2 次産業革命はアメリカ，第 3 次産業

革命の前半は日本と言われているが 57） ，次の第 4 次産業革命はどこが主導するのかを世界中

が注目している。情報通信技術の発展により，情報，人，物流，金融など，あらゆる「もの」

が瞬時に結び付き，相互に影響を及ぼし合う新たな状況が生まれている 58） 。そのような中，

日本は IoT，ロボット，人工知能，ビッグデータなどの技術をあらゆる産業や社会生活に取り

入れ，経済発展と社会的課題の解決を両立していく新たな社会の実現を目指している。しかし，

このような社会の実現による産業構造や就業構造の急激な変化は避けては通れず，今後は個人

個人に求められる能力やスキルは大きく変わってくることが予測されている 59） 。2020 年には，

情報技術人材が約 37 万人不足すると予想されているが，情報産業に限らず，誰もが情報技術

を使いこなす能力を身に付ける必要があると言われている 59） 。特に，各種の天然資源が少な

い日本にとって 60） ，国民の基礎知識として情報に関する能力を育成することや情報技術を牽

引する人材を育成することは，国の将来を左右する重要な視点となっている。 

さらに，日本は情報化だけに止まらず少子・高齢化，グローバル化などの急速な環境の変化

にさらされている。日本の少子・高齢化問題は年々深刻化している。世界の人口は 2100 年に

は 112 億人まで増加すると予測されている中で 61） ，日本の総人口は 2053 年には 1 億人を割

って 9,924 万人に減少すると予測されており，2065 年には 8,808 万人まで減少，65 歳以上の

割合は 38.4％に達すると推測されている 62) 。このまま人口減少が続けば，将来的に経済規模

の縮小や生活水準の低下，社会保障の負担増や制度維持など，社会経済の全般にわたり深刻な

影響をもたらすことが強く懸念されている 62） 。一方，若年層が減少する中で，グローバル化

への対応にも迫られている。グローバル化とは，「情報通信技術の進展，交通手段の発達による
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移動の容易化，市場の国際的な開放等により，人，物，情報の国際的移動が活性化する中で，

各国が相互に依存し，他国や国際社会の動向を無視できなくなっている現象」と捉えることが

できる 63） 。世界経済における日本市場の相対的な位置付けが縮小する中で，国際的な視野を

持った人材不足と言った日本のグローバル化への対応の遅れが指摘されている。既存の産業構

造や技術分野の枠にとらわれることなく，新しい価値やサービスを創出することができる人材

育成が早急に求められている 64） 。 

このように，日本は厳しい挑戦の時代を迎える中で，社会の担い手を育てている学校教育に

大きな期待が寄せられている。今求められている教育の方向性を考察するにあたり，過去から

現在までの学習指導要領改訂の流れを考察する。日本では，全ての国民が一定水準の教育を受

けられるように「学習指導要領」が定められ，時代と共に改訂が繰り返されている 65） 。各学

校で教育課程を編成する際の基準となる学習指導要領には，小学校，中学校，高等学校等毎に，

それぞれの教科等の目標や大まかな教育内容が定められている。1958 年（昭和 33 年）大臣告

示の形で定められた後，ほぼ 10 年毎に改訂されている学習指導要領の変遷 65） を表 1-3 に示

す。 

 

表 1-3 これまでの学習指導要領の変遷 65） 

改訂年 主なねらいと特徴 

1958 年（昭和 33 年） 

～1960 年（昭和 35 年） 

教育課程の基準としての性格の明確化（道徳の時間の新設，系統的な

学習を重視，基礎学力の充実，科学技術教育の向上等） 

1968 年（昭和 43 年） 

～1970 年（昭和 45 年） 

教育内容の一層の向上（「教育内容の現代化」）（時代の進展に対応し

た教育内容の導入（算数における集合の導入等）） 

1977 年（昭和 52 年） 

～1978 年（昭和 53 年） 

ゆとりのある充実した学校生活の実現 ＝学習負担の適正化（各教科

等の目標・内容を中核的事項にしぼる） 

1989 年（平成元年） 
社会の変化に自ら対応できる心豊かな人間の育成（生活科の新設，道

徳教育の充実等） 

1998 年（平成 10 年） 

～1999 年（平成 11 年） 

基礎・基本を確実に身に付けさせ，自ら学び自ら考える力などの「生

きる力」の育成（教育内容の厳選，「総合的な学習の時間」の新設） 

2008 年（平成 20 年） 

～2009 年（平成 21 年） 

「生きる力」の育成，基礎的・基本的な知識・技能の習得，思考力・

判断力・表現力等の育成のバランス（授業時数の増，指導内容の充実，

小学校外国語活動の導入） 

2017 年（平成 29 年） 

～2018 年（平成 30 年） 

「社会に開かれた教育課程」を重視。育成を目指す資質・能力の明確

化。各学校の各教育活動の質の向上（カリキュラムマネジメント） 
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定期的に改訂される学習指導要領は，時代の変化に対応する学校教育の在り方が示される。

2005 年 1 月学習指導要領の改訂に向けた議論が行われる中央教育審議会答申「我が国の高等

教育の将来像（答申）」66) において，「21 世紀は，新しい知識・情報・技術が政治・経済・文化

をはじめ社会のあらゆる領域での活動の基盤として飛躍的に重要性を増す，いわゆる『知識基

盤社会』（Knowledge-Based Society）の時代」と示されている。さらに，「知識基盤社会」の特

質の例として，「①知識には国境がなく，グローバル化が一層進む，②知識は日進月歩であり，

競争と技術革新が絶え間なく生まれる，③知識の進展は旧来のパラダイムの転換を伴うことが

多く，幅広い知識と柔軟な思考力に基づく判断が一層重要になる，④性別や年齢を問わず参画

することが促進される」と示されている。また，2008 年 1 月の中央教育審議会答申「幼稚園，

小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」67) で

は，「『知識基盤社会』の時代などと言われる社会の構造的な変化の中で，『生きる力』をはぐく

むという理念はますます重要になっている」と示されている。2005 年に予測された「知識基盤

社会」は，今現実のものとなっているばかりか，それ以上の社会的変化が現在進行系で進んで

いる。2016 年 12 月に示された「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及び特別支援学校の学習

指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」68) では，「知識基盤社会の中で，情報化

やグローバル化と言った社会的変化が，人間の予測を超え進展している」や，「第 4 次産業革命

の到来」など，急速に進む時代の変化が指摘されている。このような時代背景のもと，2017 年・

2018 年に示された学習指導要領 15)～17) では，すべての教科等の目標及び内容が「知識及び技

能」，「思考力・判断力・表現力等」，「学びに向かう力，人間性等」の三つの柱で再整理された。

また，総則には「各学校においては，生徒の発達の段階を考慮し，言語能力，情報活用能力（情

報モラルを含む。），問題発見・解決能力等の学習の基盤となる資質・能力を育成していくこと

ができるよう，各教科・科目等の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の編成を図

るものとする」と記された。その他，小学校ではプログラミング体験を通した論理的思考能力

を育成すること，中学校「技術・家庭（技術分野）」ではプログラミング，情報セキュリティに

関する内容の充実が図られた。さらに，高等学校では必履修科目として「情報Ⅰ」が新設され，

全ての生徒がプログラミングのほか，ネットワークやデータベースの基礎を学習することが示

された。このように，日本の学校教育には，小・中・高等学校を通した問題解決能力育成がよ

り求められることとなった。情報化，グローバル化が急速に進む知識基盤社会の中で日本の学

校教育，特に情報教育には，子どもたちに快適で安心安全な未来社会を創造するための問題解

決の力を育むという使命が課せられている。 
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世界で注目されている ESD は，次代を担う人材を育成するという観点から，快適で安全安

心な持続可能な社会の実現を目指している。問題解決の力を育て，より良い未来の創造を目指

す ESD の基本的な考え方は，日本の情報教育に求められる視点と合致している。さらに，人間

の全体的な資質・能力に注目したキー・コンピテンシーや，資質・能力に手法的な概念を加え

た 21 世紀型スキルが育成を目指す「問題解決能力」は，予測困難な未来社会を生き抜くために

必須の能力とされている。2017 年・2018 年に示された学習指導要領では，従来の「どのよう

な内容を教えるか」という視点から，「どのような力がついたのか」，「何ができるようになった

のか」という視点へと大きく転換された。特に，思考力・判断力・表現力等を中心とする問題

解決能力の育成を重視する方向性は，世界的な動向と一致している。一方，英国や米国をはじ

めとする諸外国が STEM 教育を重視しコンピュータサイエンスに重点を置いた情報教育を進

める中，Computational Thinking のような問題解決の考え方を育成する動きが世界的に広まっ

ている。STEM にデザイン的思考を加えた STEAM 教育の視点は，特に教科等横断的な学習の

充実が求められている日本の情報教育の視点と合致している。また，情報教育には小学生で培

った論理的思考を含む問題解決能力を，中学校，高等学校においてさらに発展的に育成するこ

とが求められている。日本の情報教育は以前より知識基盤社会への対応が求められてきたが 69) ，

第 4 次産業革命と呼ばれる産業構造や就業構造が劇的に変わる時代を前に，その重要性がさら

に高まっている。快適で安全安心な持続可能な社会を実現するためにも，情報教育の授業を通

して，今を生きる子どもたち，これから誕生する子どもたちに，問題を解決する能力を確実に

育まなければならない。よって，今情報教育に伴う授業研究等の必要性がさらに高まっている。 

本研究では，教科として「情報」が設置されている高等学校において，問題解決能力を育成

するための授業開発を行う。高等学校は，これからの社会に求められる問題解決能力を身に付

けさせ，自立に向けた準備期間を提供することのできる重要な教育機関である。小・中学校で

育まれてきた力を発展的に育成し，それを社会に活かせる力へと繋げることが，高等学校に課

せられた使命である。一方，日本の将来のみならず，子どもたち一人ひとりが情報社会を逞し

く生きられるかどうかは今後の情報教育に懸かっている。特に，高等学校の教科「情報」は，

小・中・高等学校の各教科等の指導を通して行われる情報教育の集大成として位置付けられて

おり，授業研究の必要性が高まっている。そこで，高等学校の教科「情報」において，直面す

る問題を解決する能力を身に付けさせ，快適で安全安心な持続可能な社会を創造できる人材育

成を志向した授業の開発を行う。 

教科「情報」は，1999 年に告示された高等学校学習指導要領において新設され，高等学校に
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おける情報活用能力育成の中心的な役割を担ってきた。しかし，「情報の科学的な理解に関する

指導が十分でないのではないか，情報やコンピュータに興味・関心を有する生徒の学習意欲に

必ずしも応えられていないのではないか」68) などの指摘から，2018 年改訂高等学校学習指導

要領において，「情報の科学的な理解」がより重視されることとなった。今後求められる教科

「情報」の授業の方向性を見出すために，先ずは日本の情報教育の流れについて考察し，学校

教育における高等学校情報教育の位置付けについて論じる。次に，学校教育における高等学校

情報教育の位置付けを踏まえて，授業開発の視点を，１．中学校から高等学校への視点，２．

高等学校内の視点，３．高等学校から社会への視点の 3 点に定め各々を一つの章として記述す

る。 

本論文の構成は以下の通りである。 

第 1 章は，研究の背景と目的を示す。 

第 2 章は，日本の情報教育の推移をまとめ，これからの時代に求められる小・中・高等学校

の情報教育の展開について考察する。さらに，情報教育における具体的な授業開発の展開と，

基本的な問題解決能力を発展的に育成するための高等学校情報教育の重要性について考察す

る。 

 第 3 章は，中学校から高等学校への情報教育の接続を意識した授業について論じる。 

中学校における情報教育の中核を担っているのが「中学校技術・家庭科（技術分野）」である。

技術・家庭（技術分野）教育の有用性を検証し，技術分野で育まれた問題解決能力を高等学校

情報で発展的に向上させるための授業開発について考察する。 

 第 4 章は，高等学校における問題解決能力育成のための授業について論じる。 

教科「情報」において，総合的な科目として位置付けられているのが「課題研究」である。

中学校技術・家庭（技術分野）教育で培われた問題解決能力を発展的に向上させるための授業

開発について考察する。 

 第 5 章は，高等学校から社会への接続を意識した授業について論じる。 

情報社会の発展に伴う産業構造や就業構造の急激な変化が予測されている。ビッグデータを

活用し，これからの社会に求められる問題解決能力を身に付けさせるための授業開発について

考察する。 

第 6 章は，第 1 章から第 5 章で得られた知見を整理し，高等学校情報教育における問題解決

能力育成のための授業開発についてまとめる。また，今後の課題についても考察する。 
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第 2 章 情報教育における段階的な問題解決能力育成 

 

第 1 章では，情報教育に関連した問題解決能力を育む考え方を世界的な視点から考察した。

さらに，これらを参考にした日本における学校教育の観点について考察した。本章では，国際

社会の中で日本の学校教育がどのように行われているかを把握するために，まず日本の情報教

育の推移をまとめ，これからの時代に求められる小・中・高等学校における情報教育の展開に

ついて考察する。次に，情報教育における具体的な授業開発の展開と，基本的な問題解決能力

を発展的に育成するための高等学校情報教育の重要性について考察する。 

 

2.1 日本の情報教育の推移 

今日の高度情報社会の中，日本で「情報化社会」が認識され始めたのは 1960 年代である 70) 。

情報化社会の進展と共に，日本の学校教育における情報教育の議論も次第に活発化していった。

本節では，今後求められる小・中・高等学校での情報教育の展開を考察するために，日本の学

校教育における情報教育の推移を学習指導要領の改訂等を基に考察する。その際，時間の推移

を 1970 年代，1980 年代，1990 年，2000 年代，2010 年代に区分化する。特に，国家戦略とし

て情報教育の推進が強まった 2010 年代は，2010 年代前半，2010 年代後半に分けて考察する。 

 

(1) 1970 年代〜1980 年代 

① 1970 年（昭和 45 年 10 月 15 日）：高等学校学習指導要領改訂 

日本の学校教育における情報教育は，高等学校から始まった 71),72)  。1970 年（昭和 45 年）に

改訂された高等学校学習指導要領において，工業と商業で情報処理教育が行われるようになっ

たのが始まりである。表 2-1 に示すように，学習指導要領の改訂により工業には「情報技術科」，

商業には「情報処理科」が設置された 73)  。工業「情報技術科」の目標は「電子計算機に関す

る知識と技術を習得させ，電子計算機を利用する工業生産，電子計算機の製造などの諸分野に

おいて，情報処理，製造，管理，運用，保守などの業務に従事する技術者を養成する。」，商業

「情報処理科」の目標は「事務および電子計算機の利用に関する知識と技術を習得させ，情報

処理に関する事務に従事する者を養成する。」と示されている。さらに，情報処理教育に関連す

る科目として，工業では「情報技術実習」，「プログラミング」，「電子計算機」，「プログラム理

論」など，商業では「電子計算機一般」，「プログラミングⅠ」，「プログラミングⅡ」などの科
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目が設置された。 

 

② 1985 年（昭和 60 年 6 月 26 日）：臨時教育審議会「第一次答申」75), 76) 

・教育改革の基本方針の一つとして情報化への対応を提言。 

・「社会の情報化を真に人々の生活の向上に役立てる上で，人々が主体的な選択により情報

を使いこなす力を身に付けることが今後の重要な課題である」として，学校教育における

情報化への対応を提言。 

 

③ 1985 年（昭和 60 年 8 月 22 日）：情報化社会に対応する初等中等教育の在り方に関する  

調査研究協力者会議（情報化協力者会議）「第一次審議取りまとめ」75), 76) 

・「情報化の進展と学校教育の在り方」，「学校教育におけるコンピュータ利用等の基本的な

考え方」，「小学校・中学校及び高等学校の各段階におけるコンピュータを利用した学習の

在り方」を提言。 

・学校教育におけるコンピュータ利用の基本的な考え方として，学校教育本来のねらいの達

成，新しい資質の育成，発達段階に応じた導入，諸メディアの活用による学校の活性化を

示す。 

 

④ 1986 年（昭和 61 年 4 月 23 日）：臨時教育審議会「第二次答申」75), 77) 

・社会の情報化に備えた教育を本格的に展開すべきこと，情報及び情報手段を主体的に選択

し活用していくための個人の基本的な資質（情報活用能力）を読み，書き，算に並ぶ基礎・

基本と位置付け，学校教育において育成すべきことを提言。 

・情報化協力者会議が取りまとめた将来の高度情報社会に生きる児童生徒に必要な「新しい

 表 2-1 高等学校学習指導要領における工業と商業の学科の推移 73),74) 

教科 1960(昭和 35)年 改訂 1970(昭和 45)年 改訂 

工業 機械科，自動車科，造船科，電子科，建築科，

土木科，工業化学科，化学工学科，窯業科，染

色化学科，紡織科，採鉱科，や金科，金属工業

科，工芸科，デザイン科 

機械科，自動車科，造船科，金属工業科，電気

科，電子科，情報技術科，工業計測科，建築科，

設備工業科，土木科，地質工学科，環境工学科，

工業化学科，化学工学科，窯業科，色染化学科，

繊維工学科，インテリア科，デザイン科，工業

管理科 

商業 商業科 商業科，経理課，事務科，情報処理科，秘書科，

営業科，貿易科 
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資質」を，「情報活用能力」として定義付ける。 

 

⑤ 1986 年（昭和 61 年 4 月１日）：臨時教育審議会「第三次答申」78), 

・情報化への対応として「情報モラルの確立」，「情報化社会型システムの確立」，「情報環境

の整備」を提言。 

 

⑥ 1987 年（昭和 62 年 8 月 7 日）：臨時教育審議会「第四次答申」75), 79) 

・「情報化に対応した教育を進めるに当たっては，情報化の光と影を明確に踏まえ，新しい情

報の手段がもつ人間の精神的，文化的発展の可能性を最大限に引き出しつつ，影の部分を

補うような取組みが必要である」と示し，情報モラルの確立，情報化の「光と影」への対

応について提言。 

 

⑦ 1987 年（昭和 62 年 12 月 24 日）：教育課程審議会「幼稚園，小学校，中学校及び高等学校

の教育課程の基準の改善について（答申）」72),75) 

・「社会の情報化に主体的に対応できる基礎的な資質を養う観点から，情報の理解，選択，処

理，創造などに必要な能力及びコンピュータ等の情報手段を活用する能力と態度の育成が

図られるよう配慮する。なお，その際，情報化のもたらす様々な影響についても配慮する。

なお，その際，情報化のもたらす様々な影響についても配慮する」を提言。 

 

⑧ 1989 年（平成元年 3 月 15 日）：小・中・高等学校学習指導要領改訂 72),76) 

・情報教育については，コンピュータ等に関することと中心として規定。 

・学習指導要領総則の指導計画の作成等に当たって配慮すべき事項中に，情報機器などの適

切な活用を求める。 

【小学校】 

・教具としての教育機器の活用を通して，コンピュータ等に慣れ親しむことを基本方針とし，

特定の教科・領域は設けていない。 

【中学校】 

・中学校技術・家庭において，新たな選択領域「情報基礎」を設置。 

・中学校「社会科」，「数学科」，「理科」，「保健体育科」の各教科で関連する内容を示し，コ

ンピュータ等の効果的な活用を求める。 



高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発 

18 

 

【高等学校】 

・普通教育「数学科」，「理科」，「家庭科」等にコンピュータ等に関する内容を取り入れる。 

・学習指導要領に示す教科・科目以外に情報に関する教科・科目を設置社の判断で設けるこ

とができる。 

・職業に関する各教科には，それぞれ情報に関する科目が取り入れられており，普通科にお

いても，地域や学校の実態等に応じて，これらの科目の履修の機会を設けることができる。 

 

1970 年に高等学校の商業科，工業科に初めて取り入れられた情報教育は人材育成を主眼と

した職業教育から始まった。背景には，「情報化社会」の進展に伴う情報技術に関する人材の育

成が求められるようになったことが考えられる。さらに，社会の情報化が進展する中で，職業

教育のみならず義務教育段階においても情報教育の必要性が議論されるようになった。特に，

1989 年改訂の学習指導要領総則においては，情報機器の適切な活用が必要であることが示さ

れると共に，中学校技術・家庭（技術分野）の領域に「情報基礎」が設置されるなど，学校教

育での情報教育の充実が図られるようになった。情報教育の視点は，情報社会を支える人材の

育成から，情報社会を生きる人材の育成へと次第に広がっていった。 

 

(2) 1990 年代 

① 1990 年（平成 2 年 7 月）：文部省「情報教育に関する手引」72), 80) 

・「情報教育の在り方」，「学習指導要領で示された情報教育の内容」，「情報手段の活用」，「コ

ンピュータ等の条件整備の在り方」，「特殊教育における情報教育」，「教員研修の在り方」

などを解説。 

・「情報活用能力」を，以下の 4 つの内容で整理 

  ① 情報の判断，選択，整理，処理能力及び新たな情報の創造，伝達能力 

  ② 情報化社会の特質，情報化の社会や人間に対する影響の理解 

  ③ 情報の重要性の認識，情報に対する責任感 

  ④ 情報科学の基礎及び情報手段（特にコンピュータ）の特徴の理解，基本的な操作能力

の習得 

 

② 1996 年（平成 8 年 6 月 26 日）：中央教育審議会「21 世紀を展望した我が国の教育の在り

方について（第一次答申）」76),81) 
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・これからの情報社会に生きていく子供たちにどのような教育が必要か，また，教育の改善・

充実のためにコンピュータや情報通信ネットワークをどのように生かしていくかの観点。 

・「情報教育の体系的な実施」，「情報通信ネットワークの活用による学校教育の質的改善」，

「高度情報通信社会に対応する『新しい学校』の構築」，「人間関係の希薄化や自然体験の

不足など情報化の「影」の部分を克服しつつ，心身ともに調和のとれた人間の育成，情報

モラルの育成に努める」の 4 点を示した。 

・「情報教育の体系的な実施」においては，「高等学校では，小・中学校での学習の基礎の上

に立って，各教科でのコンピュータの活用を一層促すような配慮が必要である。専門高校

や総合学科については，情報関連科目の充実を図ること，普通科については，学校や生徒

の実態等に応じて情報に関する教科・科目が履修できるように配慮することが必要である」

と述べた。 

 

③ 1997 年（平成 9 年 10 月 3 日）：情報化の進展に対応した初等中等教育における情報教育の

推進等に関する調査研究協力者会議「体系的な情報教育の実施に向けて」第一次報告 76),80) 

・「情報活用能力」を以下のように焦点化し，体系的な情報教育の目標として位置付けること

を提案した。 

1） 「情報活用の実践力」：課題や目的に応じて情報手段を適切に活用することを含め て，

必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・創造し，受け手の状況などを踏まえて

発信・伝達できる能力。 

2） 「情報の科学的な理解」：情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解と，情報を適切

に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法の理解。 

 3） 「情報社会に参画する態度」：社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及

ぼしている影響を理解し，情報モラルの必要性や情報に対する責任について考え，望ま

しい情報社会の創造に参画しようとする態度。 

・次期学習指導要領の改訂に向けた提言 80) 

【小学校】 

・小学校では，従前のコンピュータに「触れ，慣れ，親しむ」を推し進め，「情報活用能力」

の育成という観点から，例えば，具体的に学校教育活動全体を通して，情報手段を積極的

に活用することについて学習指導要領に明確に位置付ける必要がある。その場合，中学校
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との接続を踏まえて，小学校段階で扱うべき情報教育を何らかの形で示すことができない

か検討する。その一つの方策として，各教科等における適切な活用の在り方について検討

する。 

【中学校】 

・中学校では，技術・家庭の「情報基礎」を必修扱いとした上で，「情報の科学的な理解」及

び「情報社会に参画する態度」を扱うという観点から内容を充実する。さらに，生徒の興

味・関心に応じて発展的な学習ができるように，技術・家庭に発展的な選択領域を設置す

る。また，技術・家庭になじみにくい内容については，従来どおり他の教科で扱うことや，

より発展的な学習が可能となるように，選択教科の時間を活用できるようにする。 

【高等学校】 

・高等学校では，普通教育に関する教科として教科「情報（仮称）」を設置し，その中に科目

を複数設定する（いずれも２単位程度）。内容としては，「情報の科学的な理解」及び「情

報社会に参画する態度」に関する事項で構成する基礎的な科目を設けることとする。 

 

④ 1998 年（平成 10 年 7 月 29 日）：教育課程審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校，盲

学校，聾学校及び養護学校の教育課程の基準の改善について（答申）」76),82) 

・各学校段階・各教科等を通じて「情報化への対応」を提言，特に中学校技術・家庭，高等

学校は以下のことを提言 

【中学校 技術・家庭】 

・「技術」領域は，技術とものづくり，情報とコンピュータで構成し，木材や金属を主とした

製作品の設計・製作，工具や機器の使用方法と加工技術などものづくりの基礎的技術に関

する内容と，コンピュータの基本的な構成と操作，コンピュータの利用などコンピュータ

の活用の基礎的技術に関する内容を，すべての生徒に共通に履修させることとする。また，

エネルギー変換を利用した模型等の設計・製作，作物の栽培計画と方法，プログラムと計

測・制御などの内容については，生徒の興味・関心等に応じて選択的に履修させることと

する。 

【高等学校】 

・新たに普通教育としての教科「情報」を設け，必修とすることが適当である。 

・教科の種類については，現在，専門教育に関する教科としては，11 教科が設けられている

が，さらに，職業に関する教科として，高齢化の進展に伴い，介護福祉士など福祉に関す
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る人材の養成の必要性に対応するための教科「福祉」を新設するとともに，高度情報通信

社会における情報関連の人材の養成の必要性に対応するための教科「情報」を新設するこ

とが適当である。 

 

⑤ 1998 年（平成 10 年 12 月 14 日）：小学校及び中学校学習指導要領改訂 83),84) 

・各学校段階を通じて，各教科や総合的な学習の時間においてコンピュータや情報通信ネッ

トワークの積極的な活用を図る。 

【中学校 技術・家庭】 

・技術分野は，「A 技術とものづくり」，「B 情報とコンピュータ」で構成。 

・「B 情報とコンピュータ」の内容は以下の 6 つ 

（1）生活や産業の中で情報手段の果たしている役割 

（2）コンピュータの基本的な構成と機能及び操作 

（3）コンピュータの利用 

（4）情報通信ネットワーク 

（5）コンピュータを利用したマルチメディアの活用 

 

⑥ 1999 年（平成 10 年 3 月 29 日）：高等学校学習指導要領改訂 85) 

【高等学校 普通教科「情報」】 

・普通教科「情報」を新設，必履修「情報 A」・「情報 B」・「情報 C」（各 2 単位）のうちから

1 科目を選択必修。 

【高等学校 専門教科「情報」】 

・専門教科「情報」を新設，科目は「情報産業と社会」，「課題研究」，「情報実習」，「情報と

表現」，「アルゴリズム」，「情報システムの開発」，「ネットワークシステム」，「モデル化と

シミュレーション」，「コンピュータデザイン」，「図形と画像の処理」，「マルチメディア表

現」の 11 科目。 

 

1990 年発行の文部省「情報教育に関する手引」の中に，育成すべき能力「情報活用能力」が 

1）情報の判断，選択，整理，処理能力及び新たな情報の創造，伝達能力，2)情報化社会の特質，

情報化の社会や人間に対する影響の理解，3)情報の重要性の認識，情報に対する責任感，4)情

報科学の基礎及び情報手段（特にコンピュータ）の特徴の理解，基本的な操作能力の習得の 4
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つの内容に整理された。情報活用能力育成は，中学校技術・家庭の「情報基礎」領域や高等学

校の専門学科を中心に行われていたが，「情報教育の体系的な実施」が各教科で求められるよう

になっていった。1997 年には情報活用能力が 1）情報活用の実践力，2）情報の科学的な理解，

3）情報社会に参画する態度の 3 観点に整理され，体系的な情報教育の実施が目指されること

となった。その後，1998 年改訂の小・中学校の学習指導要領において，コンピュータや情報通

信ネットワークの積極的な活用が示された。同時に，中学校技術・家庭（技術分野）に「情報

とコンピュータ」が新設されるなど，義務教育段階での情報教育の充実がより一層進むことと

なった。さらに，1999 年改訂の高等学校学習指導要領において，情報教育を行う教科として普

通教科「情報」，専門教科「情報」が新設された。この時期，学習指導要領では「生きる力」が

注目され，その力の一つである問題解決能力を育むことが求められた。特に，技術・家庭（技

術分野）や高等学校情報の学習は，問題解決能力育成について本質的な関連性が高いものであ

った。普通教科情報「情報 B」を中心として問題解決の内容が多く取り扱われ，専門教科情報

においては，「課題研究」等の科目を通じで問題解決能力育成が図られることとなった。このよ

うに，情報社会を支える人材の育成を中学校技術・家庭（技術分野）や高等学校情報等が担い，

全ての教科を通して情報社会を生きる人材の育成を図ることが目指されていった。 

 

(3) 2000 年代 

① 2002 年（平成 14 年 4 月）：「情報教育の実践と学校の情報化～新『情報教育に関する手引』

～」86) 

・情報教育は，「生きる力」を育成する上でも重要な役割を担っていることを指摘。 

・情報活用能力育成を重点に，「情報活用能力育成の基本的な考え方」，「各学校段階・各教科

等の関わり」などを解説。 

 

② 2002 年（平成 14 年 8 月 28 日）：IT で築く確かな学力「IT で築く確かな学力～その実現と

定着のための視点と方策～（報告書）」87) 

・「『確かな学力』を築くために IT がどのような役割を果たすか」，「IT 活用推進のための基

本的視点（教員・ハード・ソフト）」，「IT 活用推進のための条件整備」などを報告。 

 

③ 2006 年（平成 18 年 8 月 28 日）:初等中等教育における教育の情報化に関する検討会「初等

中等教育の情報教育に係る学習活動の具体的展開について」88) 
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・情報活用能力の３観点を８要素に分類。 

Ａ 情報活用の実践力 

・課題や目的に応じて情報手段を適切に活用する 

・必要な情報を主体的に収集・判断・表現・処理・創造する 

・受け手の状況などを踏まえて発信・伝達する 

Ｂ 情報の科学的な理解 

・情報活用の基礎となる情報手段の特性の理解 

・情報を適切に扱ったり，自らの情報活用を評価・改善するための基礎的な理論や方法

の理解 

Ｃ 情報社会に参画する態度 

・社会生活の中で情報や情報技術が果たしている役割や及ぼしている影響の理解 

・情報モラルの必要性や情報に対する責任 

・望ましい情報社会の創造に参画しようとする態度 

 

④ 2008 年（平成 20 年 1 月 17 日）：中央教育審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及

び特別支援学校の学習指導要領等の改善について（答申）」89) 

・「学習のためにＩＣＴを効果的に活用することの重要性を理解させるとともに，情報教育

が目指している情報活用能力をはぐくむことは，基礎的・基本的な知識・技能の確実な定

着とともに，発表，記録，要約，報告といった知識・技能を活用して行う言語活動の基盤

となるものである」と報告。 

・インターネット上の「掲示板」への書き込みによる誹謗中傷やいじめなどの情報化の影の

部分に触れ，「情報モラルの育成」，「情報安全等に関する知識習得などの指導」の必要性を

強調。 

・中学校技術・家庭（技術分野）や高等学校普通教科「情報」における内容の改善について

提言。 

・「諸外国に比べて我が国では学校における ICT 環境整備が遅れている現状を踏まえ，学校

における情報機器や教材の整備や支援体制等，ICT に関する条件整備も必要である」こと

を提言。 

 

⑤ 2008 年（平成 20 年 3 月 28 日）：小学校及び中学校学習指導要領改訂 90)～91) 
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・情報教育及び教科指導での ICT 活用の充実 

【小学校】 

・総則「児童が情報手段に慣れ親しむ」という表現から，「コンピュータで文字を入力するな

どの基本的な操作や情報モラルを身に付け，適切に活用できるようにするための学習活動

を充実する」に改訂。 

【中学校 技術・家庭】 

・技術分野は，「A 材料と加工に関する技術」，「B エネルギー変換に関する技術」，「C 生物育

成に関する技術」，「D 情報に関する技術」に改変。 

・「D 情報に関する技術」の内容は以下の 3 つ 

（1）情報通信ネットワークと情報モラル 

（2）ディジタル作品の設計・制作 

（3）プログラムによる計測・制御 

 

⑥ 2009 年（平成 21 年 3 月 9 日）：高等学校学習指導要領改訂 92) 

【高等学校 共通教科「情報」】 

・共通教科「情報」の科目を再編，必履修「社会と情報」・「情報の科学」（各 2 単位）のうち

から 1 科目を選択履修。 

【高等学校 専門教科「情報」】 

・専門教科「情報」の科目を再編，科目は「情報産業と社会」，「課題研究」，「情報の表現と

管理」，「情報と問題解決」，「情報テクノロジー」，「アルゴリズムとプログラム」，「ネット

ワークシステム」，「データベース」，「情報システム実習」，「情報メディア」，「情報デザイ

ン」，「表現メディアの編集と表現」，「情報コンテンツ実習」の 13 科目。 

 

 2000 年代に入り，社会の情報化がより急速に進む中で，情報教育が，「生きる力」や「問題

解決能力」を育む上で重要な役割を担っていることが注目されることとなった。その結果，学

校教育における IT 活用推進及び教育の情報化の必要性が一層高まっていくこととなった。そ

の一方で，児童・生徒間でのネットトラブルが増加，情報の影の部分についての問題が顕著化

する中で「情報モラルの育成」について注目が集まることとなった。また，2008 年改訂の小・

中学校学習指導要領では，教科指導での ICT 活用の充実が図られると共に，中学校技術・家庭

（技術分野）の「情報に関する技術」で情報教育の充実が図られた。2009 年改訂の高等学校学
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習指導要領では，共通教科情報「情報の科学」において問題解決の内容が取り扱われることと

なった。さらに，専門教科情報には問題解決能力育成そのものを目標とする「情報と問題解決」

が設定された。情報モラル教育の必要性が高まる中で，情報社会を生きる人材の育成がより一

層求められた。 

 

(4) 2010 年代前半 

① 2010 年（平成 22 年 10 月 21 日）：「教育の情報化に関する手引」72) 

・「教育の情報化」の要点を，①情報教育（子どもたちの情報活用能力の育成），②教科指導

における ICT 活用（各教科等の目標を達成するための効果的な ICT 機器の活用），③校務

の情報化 （教員の事務負担の軽減と子どもと向き合う時間の確保）からの 3 点にまとめ，

各学校種に応じた情報化推進の方策等を解説。 

 

② 2011 年（平成 23 年 4 月 21 日）：「教育の情報化ビジョン～21 世紀にふさわしい学びと学

校の創造を目指して～」93) 

・情報通信技術を活用して，一斉指導による学び（一斉学習）に加え，子どもたち一人ひと

りの能力や特性に応じた学び（個別学習），子どもたち同士が教え合い学び合う協働的な学

び（協働学習）を推進 

・新学習指導要領の円滑かつ確実な実施，ディジタル教科書・教材の開発，校務支援システ

ムの普及，教科指導における情報通信技術の活用，特別支援教育における情報通信技術の

活用，教員への支援の在り方などを提言。 

 

③ 2013 年（平成 25 年 4 月 25 日）：中央教育審議会「第２期教育振興基本計画について（答

申）」94) 

・ICT 活用による学習者の生活意欲，学習意欲，知的好奇心を十分に引き出すような新たな

形態の学習を推進する必要性を明記。 

・ICT 活用による，教員の多忙化解消及び公務の効率化の必要性を明記。 

 

④ 2013 年（平成 25 年 6 月 14 日）：閣議決定「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」95) 

・「来年度中に産学官連携による実践的 IT 人材を継続的に育成するための仕組みを構築し，

義務教育段階からのプログラミング教育等の IT 教育を推進する」を明記。 
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⑤ 2013 年（平成 25 年 6 月 24 日）：閣議決定「世界最先端 IT 国家創造宣言」96) 

・「初等・中等教育段階からプログラミング等の IT 教育を，高等教育段階では産業界と教育

現場との連携の強化を推進し，継続性を持って IT 人材を育成していく環境の整備と提供

に取り組むとともに，分野・地域を越えた全国的な実践教育ネットワークの推進やインタ

ーンシップ等を含め，実践的な専門教育プログラム等を構築する」を明記。 

 

⑥ 2013 年（平成 25 年 12 月 24 日）：高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部「創造的 IT 

人材育成方針」97) 

・日本の経済成長の基盤となる人材育成に向けた国家の方向性を示す。 

・文部科学省が推進している「情報活用能力」を，すべての国民が身に付けるべき能力とし

て「情報の利活用力」と定義。 

 

⑦ 2014 年（平成 26 年 4 月 11 日）：学びのイノベーション推進協議会「学びのイノベーショ

ン事業実証研究報告書」98) 

・1 人 1 台の情報端末，電子黒板，無線 LAN 等が整備された環境の下で，ICT を活用して

子どもたちが主体的に学習する「新しい学び」を創造するための実証研究を実施し，報告

書として示す。 

 

⑧ 2014 年（平成 26 年 8 月 29 日）：「ＩＣＴを活用した教育の推進に関する懇談会 報告書（中

間まとめ）」99) 

・ICT を取り巻く最近の動向をまとめ，ICT を活用する意義，ICT を活用した教育の推進に

ついて，主として小学校，中学校及び高等学校等の初等中等教育に関して取り組むべき施

策の方向性を中心にまとめて報告。 

 

⑨ 2014 年（平成 26 年 11 月 20 日）：文部科学大臣「初等中等教育における教育課程の基準等

の在り方について（諮問）」100) 

・「生産年齢人口の減少，グローバル化の進展や絶え間ない技術革新等により，社会構造や雇

用環境は大きく変化し，子どもたちが就くことになる職業の在り方についても，現在とは

様変わりする」ことを背景として，「新しい時代にふさわしい学習指導要領等の基本的な考
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え方」，「育成すべき資質･能力を踏まえた，新たな教科･科目等の在り方」，「各学校におけ

るカリキュラム･マネジメントや，学習･指導方法及び評価方法の改善を支援する方策」に

ついて諮問。 

 

 2010 年の「教育の情報化に関する手引」によって，教育の情報化の要点が，①情報教育，②

教科指導における ICT 活用，③公務の情報化の 3 点に整理され，各学校段階での情報化推進の

方策等が示された。一方で，政府から「日本再興戦略-JAPAN is BACK-」が示され，国家とし

て実践的な IT 人材育成が急務であることが明言された。このような社会的な背景から政府の

方針として，小学校段階からのプログラミング教育等，情報教育の充実が示されることとなっ

た。日本の情報産業を支える人材確保が急務となり，情報社会を支える人材の育成への注目が

高まっていった。情報教育の視点は，情報社会を生きる人材の育成から，情報社会を支える人

材の育成へと次第に広がっていった。 

 

(5) 2010 年代後半 

① 2015 年（平成 27 年 6 月 5 日）：総務省「プログラミング人材育成の在り方に関する調査研

究（報告書）」101) 

・プログラミング教育の現状・実態や，プログラミング教育がもたらす効果等についての調

査を実施し，その結果を報告。 

 

② 2015 年（平成 27 年 8 月 26 日）：教育課程企画特別部会「教育課程企画特別部会における

論点整理について（報告）」102) 

・育成すべき資質・能力を以下の三つの柱で整理 

① 何を知っているか，何ができるか（個別の知識・技能） 

② 知っていること・できることをどう使うか（思考力・判断力・表現力等） 

③ 「どのように社会・世界と関わり，よりよい人生を送るか（学びに向かう力，人間性

等） 

・「小・中・高等学校の各教科等を通じた情報活用能力について，三つの柱に沿って明確化し，

学校外の多様な教育活動とも連携しつつ，プログラミングや情報セキュリティをはじめと

する情報モラルなどに関する学習活動の充実を発達段階に応じて図るとともに，情報科に

おいては，高等学校教育における共通性を明確にし，情報の科学的な理解に裏打ちされた
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情報活用能力を身に付けるため，統計的な手法の活用も含め，情報と情報技術を問題の発

見と解決に活用するための科学的な考え方等を育成する共通必履修科目の設置を検討す

ることとする。」と指摘。 

 

③ 2016 年（平成 28 年 3 月 31 日）：「高大接続システム改革会議最終報告」103) 

・「次期学習指導要領における教科「情報」に関する中央教育審議会の検討と連動しながら，

適切な出題科目を設定し，情報と情報技術を問題の発見と解決に活用する諸能力を評価す

る」と明記。 

 

④ 2016 年（平成 28 年 4 月 8 日）：「2020 年代に向けた教育の情報化に関する懇談会（中間と

りまとめ）」104) 

・「2020 年代の『次世代の学校・地域』における ICT 活用のイメージと効果の提示」，「授

業・学習面での ICT の活用」，「校務面での ICT の活用」，「授業・学習面と校務面の両面

での ICT の活用」，「教員の指導力の向上や，地方公共団体や学校における推進・支援体

制」，「ICT による学校・地域連携」の６つの項目から２０２０年代に向けた教育の情報化

に対応するための今後の方針を検討。 

 

⑤ 2016 年（平成 28 年 6 月 2 日）：閣議決定「日本再興戦略 2016―第４次産業革命に向けて

―」105) 

・第４次産業革命を支える人材育成・教育施策として，「初等中等教育でのアクティブ・ラー

ニングの視点による学習，IT を効果的に活用した個に応じた習熟度別学習指導（アダプ

ティブ・ラーニング），発達段階に即したプログラミング教育の必修化など情報活用能力の

育成の徹底を図るため，2020 年度から順次開始される新しい学習指導要領の見直しを行

う」ことを示す。 

 

⑥ 2016 年（平成 28 年 12 月 21 日）：中央教育審議会「幼稚園，小学校，中学校，高等学校及

び特別支援学校の学習指導要領等の改善及び必要な方策等について（答申）」106) 

・資質・ 能力の三つの柱に基づく教育課程の枠組みの整理し，新しい学習指導要領等の姿

と，その理念の実現のために必要な方策等を示す。 

・小・中・高等学校での「プログラミング教育」の必要性を示す。 
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・情報活用能力を，「知識・技能」，「思考力・判断力・表現力等」，「学びに向かう力・人間性

等」の三つの柱に沿って以下のように整理。 

【知識・技能】 

情報と情報技術を活用した問題の発見 解決等の方法や，情報化の進展が社会の中で果た

す役割や影響，情報に関する法 制度やマナー，個人が果たす役割や責任等について，情報の

科学的な理解に裏打ちされた形で理解し，情報と情報技術を適切に活用するために必要な技

能を身に付けていること。 

【思考力・判断力 表現力等】 

様々な事象を情報とその結びつきの視点から捉え，複数の情報を結びつけて新たな意味を

見出す力や，問題の発見 解決等に向けて情報技術を適切かつ効果的に活用する力を身に付

けていること。 

【学びに向かう力・人間性等】 

情報や情報技術を適切かつ効果的に活用して情報社会に主体的に参画し，その発展に寄与

しようとする態度等を身に付けていること。時代を超えて普遍的に求められる「プログラミ

ング的思考」などを育むプログラミング教育の実施を，子どもたちの生活や教科等の学習と

関連付けつつ，発達の段階に応じて位置付けていくことが求められる。その際，小・中・高

等学校を見通した学びの過程の中で，「主体的・対話的で深い学び」の実現に資するプログラ

ミング教育とすることが重要である。 

 

⑦ 2016 年（平成 28 年 6 月 16 日）：小学校段階における論理的思考力や創造性，問題解決能

力等の育成とプログラミング教育に関する有識者会議「小学校段階におけるプログラミング

教育の在り方について（議論の取りまとめ）」107) 

・学校教育におけるプログラミング教育の在り方とは，特に小学校教育におけるプログラミ

ング教育の在り方と効果的なプログラミング教育のために必要な条件をとりまとめ報告。 

 

⑧ 2017 年（平成 29 年 3 月 9 日）：「未来の学びコンソーシアム」設立 108) 

・文部科学省・総務省・経済産業省が連携して，教育・IT 関連の企業・ベンチャーなどと共

に，多様かつ現場のニーズに応じたディジタル教材の開発の促進や学校における指導に向

けたサポート体制構築を推進。 
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⑨ 2017 年（平成 2９年 3 月 31 日）：小学校及び中学校学習指導要領改訂 15),16) 

・情報活用能力を，言語能力と同様に「学習の基盤となる資質・能力」と位置付け。 

・学校のＩＣＴ環境整備とＩＣＴを活用した学習活動の充実に配慮。 

【小学校】 

・小学校においては，文字入力など基本的な操作を習得，プログラミング的思考を育成する

ことを明記。 

【中学校 技術・家庭】 

・技術・家庭（技術分野）においてプログラミング，情報セキュリティに関する内容を充実。 

・「計測・制御のプログラミング」に加え，「ネットワークを利用した双方向性のあるコンテ

ンツのプログラミング」等について学ぶ。 

 

⑩ 2018 年（平成 30 年 3 月 30 日）：「小学校プログラミング教育の手引（第一版）」109) 

・小学校プログラミング教育導入の経緯，小学校プログラミング教育で育む力，プログラミ

ング教育のねらいを実現するためのカリキュラムマネジメントの重要性と取組例などに

ついて解説するとともに，教育課程内における指導例や，企業・団体や地域等との連携の

例などを掲載。 

 

○11  2018 年（平成 30 年 3 月 30 日）：高等学校学習指導要領改訂 17),110),111) 

【高等学校 共通教科「情報」】 

・共通必履修科目「情報Ⅰ」を新設し，全ての生徒がプログラミングのほか，ネットワーク

（情報セキュリティを含む）やデータベースの基礎等について学習。 

・「情報Ⅰ」に加え，選択科目「情報Ⅱ」を開設。「情報Ⅰ」において培った基礎の上に，情

報システムや多様なデータを適切かつ効果的に活用し，あるいはコンテンツを創造する力

を育成。 

【高等学校 専門教科「情報」】 

・専門教科「情報」の科目を再編，科目は「情報産業と社会」，「課題研究」，「情報の表現と

管理」，「情報テクノロジー」，「情報セキュリティ」，「情報システムのプログラミング」，「ネ

ットワークシステム」，「データベース」，「情報デザイン」，「コンテンツの制作と発信」，「メ

ディアとサービス」，「情報実習」の 12 科目。 
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世界的な情報教育の流れであるコンピュータの原理や理論・プログラミング等を中心とした

コンピュータサイエンスを重視する教育に注目が集まり，これらの考え方が日本の情報教育に

導入されるようになった。特に，少子・高齢化やグローバル化が進む日本にとって，第４次産

業革命を主導する人材育成が国家の未来を左右する重要な課題であることから，国家政策とし

てプログラミング教育を含む情報教育の充実が図られるようになった。一方で，世界各国がこ

れからの時代に必要とされる力に問題解決能力を挙げる中，日本においても問題解決能力育成

の重要性が議論されることとなった。2017 年改訂の小・中学校の学習指導要領において，基盤

となる資質・能力に「言語能力」，「情報活用能力」，「問題発見・解決能力」が示される等，学

習活動全体を通じた問題解決能力育成が求められることとなった。中学校技術・家庭（技術分

野）では情報教育の充実がより一層図られることとなった。さらに，2018 年改訂の高等学校学

習指導要領では，コンピュータサイエンスを重視した，共通必履修科目「情報Ⅰ」，「情報Ⅱ」

が新設され，プログラミングやデータサイエンスの学習を通じた問題解決能力の育成がより一

層求められることとなった。基盤となる資質・能力として情報活用能力が示されるなど，日本

の情報教育には情報社会を生きる人材を育成することが求められている。その一方で，日本の

未来社会を創造する人材育成の視点から，情報社会を支える人材育成が日本の情報教育にはよ

り強く求められ始めている。 

 

2.2 小・中・高等学校における問題解決能力育成に関連した情報教育内容 

前節では，これからの時代に求められる小・中・高等学校の情報教育の展開を考察するため

に日本の情報教育の推移について考察した。2017・2018 年改訂小・中学校及び高等学校学習指

導要領総則の「教科等横断的な視点に立った資質・能力の育成」に，「言語能力」，「情報活用能

力」と共に，「問題発見・解決能力」が示された。世界的な教育の流れと同様に，日本の学校教

育においても問題解決能力の育成が重視されている。その一方で，情報社会を支える人材育成

の観点から，系統的な情報教育の必要性が高まっている。本節では，小学校，中学校，高等学

校における問題解決能力育成に関連した情報教育の内容について考察する。 

 

(1) 小学校における情報教育内容 

義務教育は，「各個人の有する能力を伸ばしつつ社会において自立的に生きる基礎を培い，ま

た，国家及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養う」112) とされている。義務教

育の中でも，基礎的な教育を施すのが小学校である。小学校教育は，「新しい時代における社会
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や職業の在り方を見据えつつ，子どもたちが，将来どのような職業に就くとしても生かすこと

ができるような資質・能力を育む」ことが求められている 107) 。2017 年改訂小学校学習指導要

領では，「情報活用能力」が言語能力などと同様に学習の基盤となる資質・能力として位置付け

られ，「各教科等の特質を生かし，教科等横断的な視点から教育課程の編成を図り育成するこ

と」と規定された。また，「児童がコンピュータで文字を入力するなどの学習の基盤として必要

となる情報手段の基本的な操作を習得するための学習活動」，「児童がプログラミングを体験し

ながら，コンピュータに意図した処理を行わせるために必要な論理的思考力を身に付けるため

の学習活動」を各教科等の特質に応じて，計画的に実施することと規定された 15) 。小学校での

情報教育の充実が図られる中で，今後はプログラミング等を通した論理的思考力の育成が求め

られることとなった。小学校段階におけるプログラミング教育の実施例を表 2-2 に示す 107) 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このように，小学校では各教科の学習の中で，プログラミングを学習することとなった。一

方，情報活用能力について学習指導要領総則解説では「学習活動において必要に応じてコンピ

ュータ等の情報手段を適切に用いて情報を得たり，情報を整理・比較したり，得られた情報を

分かりやすく発信・伝達したり，必要に応じて保存・共有したりといったことができる力であ

り，さらに，このような学習活動を遂行する上で必要となる情報手段の基本的な操作の習得や，

プログラミング的思考，情報モラル，情報セキュリティ，統計等に関する資質・能力等も含む

ものである。」113) と示されている。特に，ここで指摘されているプログラミング的思考は図２

-1 のように示されている 109) 。プログラミング的思考は，いわゆる Computational Thinking の

表 2-2 小学校段階におけるプログラミング教育の実施例 107) 

教科等 実施例 

総合的な学習の時間 自分の暮らしとプログラミングとの関係を考え，そのよさに

気付く学び 

理科 電気製品にはプログラムが活用され条件に応じて動作してい

ることに気付く学び 

算数 図の作成において，プログラミング的思考と数学的な思考の

関係やよさに気付く学び 

音楽 創作用の ICT ツールを活用しながら，音の長さや高さの組合

せなどを試行錯誤し，音楽をつくる学び 

図画工作 表現しているものを，プログラミングを通じて動かすことに

より，新たな発想や構想を生み出す学び 

特別活動 クラブ活動において実施 
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考え方を基にしており 114) ，プログラミング教育等を通して育むべき力とされている。 

基本的な能力育成が目標である小学校段階では，文字入力やデータ保存など情報技術の基本

的な操作について着実に習得させることが求められる。また，プログラミングを体験させなが

ら，身近な生活でコンピュータが活用されていることや，問題の解決には必要な手順があるこ

とに気付かせるなど，論理的思考力を身に付けさせることが求められる。この論理的思考力こ

そが問題解決能力の基本的な力であり，小学校の情報教育を通して育成すべき力である。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-1 プログラミング的思考 109) 

 

(2) 中学校における情報教育内容 

1989 年の学習指導要領の改訂以来，中学校における情報教育の中核を担っているのが，技

術・家庭（技術分野）である。前節で示したように，「情報技術基礎」から始まった技術分野に

おける情報教育は，「情報とコンピュータ」，「情報に関する技術」と，改訂毎にその内容は充実

していった。特に，2017 年改訂中学校学習指導要領において，「情報に関する技術」は「情報

の技術」へと改編され，情報教育に関する内容がより充実することとなった。具体的には，「小

学校において育成された資質・能力を土台に，生活や社会の中からプログラムに関わる問題を

見いだして課題を設定する力，プログラミング的思考等を発揮して解決策を構想する力，処理

の流れを図などに表し試行等を通じて解決策を具体化する力などの育成や，順次，分岐，反復

といったプログラムの構造を支える要素等の理解を目指すために，従前はソフトウェアを用い

て学習することの多かった『ディジタル作品の設計と制作』に関する内容について，プログラ

ミングを通して学ぶ」こととなった。また，「制作するコンテンツのプログラムに対して『ネッ

トワークの利用』及び『双方向性』の規定」が追加された。さらに，「『プログラムによる計測・

制御』に関する内容についても，『計測・制御システムを構想』する」ことが求められるように

なった 115) 。表２-3 に，内容 D「情報の技術」で育まれる資質・能力の系統表を示す 115) 。 
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 2017 年改訂学習指導要領解説には，「情報活用能力を系統的に育成できるよう，プログラミ

ングに関する学習やコンピュータの基本的な操作，発達の段階に応じた情報モラルの学習，さ

らに，社会科第５学年における情報化が社会や産業に与える影響についての学習も含めた小学

校における学習を発展させるとともに，中学校の他教科等における情報教育及び高等学校にお

ける情報関係の科目との連携・接続に配慮する」115) と示されている。このように，小学校での

プログラミング的思考を伴った情報教育が，中学校技術・家庭（技術分野）での「ネットワー

クを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミング」や「計測・制御のプログラミング」

へと発展し，集大成として高等学校の情報教育へと流れていく。そのため，高等学校の情報教

育は，小・中・高等学校を通した情報教育の中でも重要な教育として位置付けられる。 

一方，高等学校での問題解決能力育成を考察する上で，技術・家庭は重要な教科である。2008

表 2-3 技術分野 内容 D 情報の技術 資質・能力系統表 115) 

  知識及び技能 思考力，判断力，表現力等 学びに向かう力，人間性等 

内
容

D    
 
  

情
報
の

技
術 

 ・生活や社会で利用されている情

報の技術についての基礎的な理解

とそれらに係る技能 

・情報の技術と生活や社会，環境と

の関わりについての理解 

・生活や社会の中から情報の技術

に関わる問題を見いだして課題を

設定し解決する力 

・よりよい生活や持続可能な社会

の構築に向けて，適切かつ誠実に

情報の技術を工夫し創造しようと

する実践的な態度 

（１） ・情報の表現，記録，計算，通信な

どについての科学的な原理・法則

の理解 

・情報のディジタル化や処理の自

動化，システム化，情報セキュリテ

ィなどに関わる基礎的な技術の仕

組みの理解 

・情報の技術に込められた工夫を

読み取る力 

・情報の技術の見方・考え方の気付

き 

・進んで情報の技術と関わり，主体

的に理解し，技能を身に付けよう

とする態度 

（２） ・情報通信ネットワークの構成と，

情報を利用するための基本的な仕

組みの理解・安全 

・適切なプログラムの制作，動作の

確認及びデバッグ等ができる技能 

・情報の技術の見方・考え方を働か

せて，問題を見いだして課題を設

定し解決できる力 

・自分なりの新しい考え方や捉え

方によって，解決策を構想しよう

とする態度 

・自らの問題解決とその過程を振

り返り，よりよいものとなるよう

改善・修正しようとする態度 

（３） ・計測・制御システムの仕組みの理

解 

・安全・適切なプログラムの制作，

動作の確認及びデバッグ等ができ

る技能 

・情報の技術の見方・考え方を働か

せて，問題を見いだして課題を設

定し解決できる力 

・自分なりの新しい考え方や捉え

方によって，解決策を構想しよう

とする態度 

・自らの問題解決とその過程を振

り返り，よりよいものとなるよう

改善・修正しようとする態度 

（４） ・生活や社会に果たす役割や影響

に基づいた情報の技術の概念の理

解 

・よりよい生活や持続可能な社会

の構築に向けて，情報の技術を評

価し，適切に選択，管理・運用した

り，新たな発想に基づいて改良，応

用したりする力 

・よりよい生活や持続可能な社会

の構築に向けて，情報の技術を工

夫し創造していこうとする態度 
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年改訂の中学校学習指導要領技術・家庭の目標に「進んで生活を工夫し創造する能力と実践的

な態度を育てる」と示されている 84) 。「生活を工夫し創造する能力」とは，自分なりの判断を

して課題を解決することができる能力，すなわち問題解決能力を指している。さらに，2017 年

改訂の学習指導要領解説において，「このような力は，生活や社会の中でどのような問題に直面

しようとも自分なりの判断をして解決することができる力，すなわち問題解決能力にもつなが

る」と示されている。このことからも，「工夫し創造する能力」こそが問題解決能力の基本的な

力であることが分かる 115) 。2017 年改訂学習指導要領の方向性として，全教科的に問題解決能

力を育成することが示されているが，以前より問題解決能力育成に傾注してきたのが中学校技

術・家庭（技術分野）である。中学校技術・家庭（技術分野）教育で育むべき能力として，（一

社）日本産業技術教育学会は「技術的課題解決力」を提案している。図 2-2 に技術的課題解決

力を育成するための方法と過程を示す 116) 。学習活動の展開にあたっては，発達段階に適した

技術的課題を例題として，創造の動機から始まり設計・計画，製作・制作・育成，成果の評価

の 4 過程を欠落することなくたどらせる必要がある 116) と示されている。 

このように，以前から問題解決能力育成に重点を置いてきた中学校技術・家庭は，小学校で

育まれた問題解決の基本的な力を発展的に育む教科として重要な役割を担っている。また，特

に高等学校の前段階である中学校技術・家庭（技術分野）の教育は，中学校から高等学校への

連続的な問題解決能力育成を目指す上で重要である。 

 

(3) 高等学校における情報教育内容 

初等中等教育の中で唯一，単独教科として情報教育を実施しているのが高等学校教科「情報」

である。教科「情報」は，1999 年学習指導要領改訂による教科設置以来，日本の学校教育にお

ける情報教育の中心的な役割を担って来た。さらに，高等学校の全教科の中でも，とりわけ問

創造の 
動機 

設計・ 
計画 

各過程の 
評価と修正 

成果の 
評価 

製作・制作 
・育成 

図 2-2 技術教育固有の方法（転載許可有）116） 
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題解決的な学習を重視してきた教科でもある。教科「情報」は，「小・中学校段階からの問題発

見・解決や情報活用の経験の上に，情報や情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学

的な理解や思考力等を育み，ひいては，生涯にわたって情報技術を活用し現実の問題を発見し

解決していくことができる力を育む教科」と位置付けられている 110) 。2017 年改訂の高等学校

学習指導要領において共通教科情報は，情報技術の急激な発展等に対応できる人材育成の観点

から情報の科学的な理解を重視した内容に改善された。図 2-3 に改訂前と改訂後の共通教科情

報の内容を示す。 

○「情報Ⅰ」は，問題の発見・解決
に向けて，事象を情報とその結び
付きの視点から捉え，情報技術を
適切かつ効果的に活用する力を全
ての生徒に育む共通必履修科目。 

○「情報Ⅱ」は，「情報Ⅰ」の基礎の
上に，情報システムや多様なデー
タを適切かつ効果的に活用する力
や，コンテンツを創造する力を育
む選択科目。 

社会と情報（改訂前） 
 
情報の特徴と情報化が社会に及

ぼす影響を理解させ，情報機器や
情報通信ネットワークなどを適切
に活用して情報を収集，処理，表
現するとともに効果的にコミュニ
ケーションを行う能力を養い，情
報社会に積極的に参画する態度を
育てる。 
                 
 
(1) 情報の活用と表現 
(2) 情報通信ネットワークとコミュ 

ニケーション 
(3) 情報社会の課題と情報モラル 
(4) 望ましい情報社会の構築 

情報の科学（改訂前） 
 
情報社会を支える情報技術の役

割や影響を理解させるとともに，
情報と情報技術を問題の発見と解
決に効果的に活用するための科学
的な考え方を習得させ，情報社会
の発展に主体的に寄与する能力と
態度を育てる。 
                 
 
(1) コンピュータと情報通信ネット 

ワーク 
(2) 問題解決とコンピュータの活用 
(3) 情報の管理と問題解決 
(4) 情報技術の進展と情報モラル 

情報Ⅱ（改訂後） 
 
情報に関する科学的な見方・考え方を働かせ，情

報技術を活用して問題の発見・解決を行う学習活動
を通して，問題の発見・解決に向けて情報と情報技
術を適切かつ効果的，創造的に活用し，情報社会に
主体的に参画し，その発展に寄与するための資質・
能力を次のとおり育成することを目指す。 
(1) 多様なコミュニケーションの実現，情報システ
ムや多様なデータの活用について理解を深め技能を
習得するとともに，情報技術の発展と社会 
の変化について理解を深めるようにする。 
(2) 様々な事象を情報とその結び付きとして捉え，
問題の発見・解決に向けて情報と情報技術を適切か
つ効果的，創造的に活用する力を養う。 
(3) 情報と情報技術を適切に活用するとともに，新
たな価値の創造を目指し，情報社会に主体的に参画
し，その発展に寄与する態度を養う。 
                        
 
(1) 情報社会の進展と情報技術 
(2) コミュニケーションとコンテンツ 
(3) 情報とデータサイエンス 
(4) 情報システムとプログラミング 
(5) 情報と情報技術を活用した問題発見・解決の探

究 

情報Ⅰ（改訂後） 
 
情報に関する科学的な見方・考え方を働かせ，情

報技術を活用して問題の発見・解決を行う学習活動
を通して，問題の発見・解決に向けて情報と情報技
術を適切かつ効果的に活用し，情報社会に主体的に
参画するための資質・能力を次のとおり育成するこ
とを目指す。 
(1) 情報と情報技術及びこれらを活用して問題を発
見・解決する方法について理解を深め技能を習得す
るとともに，情報社会と人との関わりについての理
解を深めるようにする。 
(2) 様々な事象を情報とその結び付きとして捉え，
問題の発見・解決に向けて情報と情報技術を適切か
つ効果的に活用する力を養う。 
(3) 情報と情報技術を適切に活用するとともに，情
報社会に主体的に参画する態度を養う。 
                        
 
(1) 情報社会の問題解決 
(2) コミュニケーションと情報デザイン 
(3) コンピュータとプログラミング 
(4) 情報通信ネットワークとデータの活用 

図 2-3 改訂前と改訂後の共通教科情報の内容 110） 
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具体的な教育内容の見直しとして，「情報Ⅰ」では「プログラミング，モデル化とシミュレー

ション，ネットワーク（関連して情報セキュリティを扱う）とデータベースの基礎といった基

本的な情報技術と情報を扱う方法とを扱うとともに，コンテンツの制作・発信の基礎となる情

報デザインを扱い，さらに，この科目の導入として，情報モラルを身に付けさせ情報社会と人

間との関わりについても考えさせる。」110) となった。さらに，「情報Ⅱ」では「情報システム，

ビッグデータやより多様なコンテンツを扱うとともに，情報技術の発展の経緯と情報社会の進

展との関わり，さらに人工知能やネットワークに接続された機器等の技術と今日あるいは将来

の社会との関わりについて考えさせる。」110) となった。日本の競争力を高めるため情報教育は，

情報社会を生きる人材育成の視点から，情報社会を支える人材育成の視点へと移行した。 

さらに，専門教科情報は，「知識基盤社会の到来，情報社会の進展，高度な情報技術をもつ IT 

人材の需要増大に対応し，体系的・系統的な知識と技術，課題を発見し合理的かつ創造的に解

決する力，職業人に求められる倫理観，自ら学ぶ力，主体的かつ協働的に取り組む態度を身に

付けた人材を育成する」111) という観点から，表 2-4 に示す 12 科目に改訂された。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高等学校は，小・中・高等学校の各教科等の指導を通して行われる情報教育の中心的な役割

を担っている。初等中等教育で行われる情報教育の集大成として，生徒一人ひとりに高度情報

社会を逞しく生き抜く力を確実に育まなければならない 117) 。特に，情報教育を通した問題解

決能力の育成が求められる中，高等学校情報教育への期待は今まで以上に高まっている。また，

高等学校は，キャリア教育の視点からも学校と社会とを接続するための重要な教育機関として

位置付けられている。情報技術が急速に発展する中で，社会との接続を志向した情報教育の必

表 2-4 改訂後の専門教科情報の科目構成 111) 

改訂 改訂前 

情報産業と社会 

 

課題研究 

情報の表現と管理 

情報テクノロジー 

情報セキュリティ 

情報システムのプログラミング 

ネットワークシステム 

データベース 

情報デザイン 

 

コンテンツの制作と発信 

メディアとサービス 

情報実習 

情報産業と社会 

情報と問題解決 

課題研究 

情報の表現と管理 

情報テクノロジー 

 

アルゴリズムとプログラム 

ネットワークシステム 

データベース 

情報メディア 

情報デザイン 

表現メディアの編集と表現 

 

情報システム実習 

情報コンテンツ実習 
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要性がさらに高まっている。 

 

(4) 学齢に応じた情報教育による問題解決能力の育成 

情報技術の急速な発展により，これまでに実現不可能であると思われていた社会の実現が可

能になっている。このとき，産業構造や就業構造の急激な変化は避けて通れず，「個人個人に求

められる能力・スキルも大きく変わらざるを得ない。IT 人材が必要となるのは IT 産業に限

らず全産業に及ぶ。2020 年には，IT 人材が約 37 万人不足すると予想される。さらに多くの

人材が IT を使いこなす能力を身につけていくことが必要となる。」と言われている 59) 。2017

年 6 月には「未来投資戦略 2017 ―Society 5.0 の実現に向けた改革―」59) が閣議決定され，第

4 次産業革命に対応した人材育成への投資が決定した。今，社会に求められているのは，「情報

技術を活用して多様化する課題に創造的に取り組む力」である。第 4 次産業革命が進展する中

で，基礎知識としての情報に関する能力，さらには先端情報技術を牽引する能力を身に付けた

人材の必要性が高まっている。今後は，あらゆる問題を解決するために情報技術を活用し，快

適で安全安心な持続可能な社会を構築する力が求められる。 

社会においても強く求められている問題解決能力の基本的な力は，学校教育の系統的な情報

教育に基づいて育成される。図 2-4 に，小学校から中学校，そして高等学校・社会に向けた継

                       

高
等
学
校 

小・中学校段階からの問題発見・解決や情報活用の経験の上に，情
報や情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学的な理解や
思考力等を育む。 

「
技
術
」 

「
情
報
」 

身近な生活でコンピュータが活用されていることや，問
題の解決には必要な手順があることに気付かせる。 

「情報技術を問題の発見と解決に活用する能力」 

小
学
校 

社
会 情報技術の発展など，社会の変化に応じて自らが多様化する課題に創造的

に取り組む力を身に付ける。 

「情報技術を活用して多様化する課題に創造的に取り組む能力」 

図 2-4 学齢に応じた情報教育による問題解決能力の育成 

「論理的思考力」 

生活を営む上で生じる課題に対して，自分なりの判断をし
て課題を解決することができる能力，すなわち問題解決能力
を身に付けさせる。 

「生活を工夫し創造する能力」 

中
学
校 
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続的な問題解決能力育成を示す。情報教育による問題解決能力育成の中心的な役割を担うのが，

中学校「技術・家庭（技術分野）」と高等学校「情報」である。小学校のプログラミング教育を

通して育成された論理的思考力を，中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報において発

展的に向上させ，それを社会へと繋げていくことが，快適で安全安心な持続可能な社会を構築

する生徒の育成に欠かせない視点となる。 

 

2.3 高等学校情報教育の重要性 

今後の高度情報社会を支える人材の裾野を広げていくことの重要性が，各種政府方針等によ

り指摘されている。しかし，日本の学校教育において単独の教科として「情報」を設置してい

るのは高等学校のみである。高等学校の教科「情報」は，小・中・高等学校の各教科等の指導

を通して行われる情報教育の集大成として位置付けられている。高等学校は，生徒たちに社会

で生きていくために必要となる問題解決の力を身に付けさせ，自立に向けた準備期間を提供す

ることのできる重要な教育機関である。特に，高等学校情報教育には高度情報社会を生き抜く

ための問題解決能力育成という重要な使命が課せられている。 

 高等学校を中心として生徒の能力育成を考慮した場合，高等学校入学前の中学校，卒業後の

社会との連携は欠かすことのできない視点となる。本研究では，生徒の問題解決能力育成を目

的とした高等学校情報教育の授業を開発する。授業を開発するにあたり，高等学校に求められ

る視点を， 

１．中学校から高等学校への視点， 

２．高等学校内の視点， 

３．高等学校から社会への視点 

の３つに整理する。この時，柔軟な専門教育を展開しており，今後の学習指導要領の変化に

も対応することができる高等学校「総合学科」について検討する。以下に，高等学校に求めら

れる３つの視点から見た情報教育の重要性について考察する。 

 

(1) 中学校から高等学校への視点 

小学校で育まれた問題解決の基本的な力は，中学校において発展的に育成されている。さら

に，中学校技術・家庭は問題解決能力そのものである「工夫し創造する能力」を育成しており，

2018 年改訂高等学校学習指導要領解説情報編に「プログラミングに関しては，中学校技術・家

庭科技術分野においても充実を図っており，それらの学習内容との適切な接続が求められる。」
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と示されている。このように小学校から中学校を通して育まれた問題解決能力を，高等学校に

おいて発展的に育成していく必要がある。高等学校では，特に教科「情報」において問題解決

能力育成に重点が置かれており，普通教科情報では様々な授業研究が行われている 118)~120) 。し

かし，専門教科情報についての事例は少ないのが現状である。2009 年改訂高等学校学習指導要

領情報科目の中で，問題の発見・解決の過程や手法そのものを学ぶ科目が「情報と問題解決」

である。2010 年学習指導要領解説には科目の狙いの一つとして「実際に情報や情報手段を活用

して，適切に問題の発見や解決を行うことができる能力と態度を育成する」と示されている。

このように，「情報と問題解決」は，問題解決能力を発展的に育成するのに適した科目である。

2017 年改訂の高等学校学習指導要領では，「情報と問題解決」の内容は情報に関する各学科に

おいて原則として全ての生徒に履修させる原則履修科目の「情報産業と社会」に整理統合され

た。「情報と問題解決」の内容が，情報に関する各学科の全ての生徒が学ぶべき内容に位置付け

られたことからも，問題解決能力育成がより重視されたことが分かる。小・中・高等学校の全

教科的に問題解決能力の育成が求められている中で，今後は中学校技術・家庭（技術分野）と

高等学校情報の存在意義が益々高まっていくと考える。そのような状況のもと，これからの高

等学校情報には中学校技術・家庭（技術分野）との連携を図りながら中学校技術・家庭（技術

分野）教育で育まれた問題解決能力を継続的・発展的に育てることが求められていく。  

一方，「情報教育」の観点から見ても中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報は関係が

深く，これまでも各々の学習内容の接続を意識した指導が求められてきた 86) 。2017 年改訂の

学習指導要領解説には，「共通教科情報科の学習内容は，中学校技術・家庭科技術分野の内容

「Ｄ情報に関する技術」の学習との系統性を重視している。今回の改訂では，『Ｄ情報に関する

技術』について，小学校におけるプログラミング教育の成果を生かして発展させるという視点

から，従前からの計測・制御に加えて，ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツの

プログラミングについても取り上げるなどの内容の改善が図られている。高等学校情報の指導

を行うためには，これらの中学校技術・家庭科技術分野の改善内容を十分踏まえることが重要

である。」110) と示されている。学習指導要領解説に示されているように，今後の高等学校での

情報教育は，今まで以上に中学校との接続が求められることとなる。 

しかし，学習指導要領を通して系統的な情報教育の充実が示される中で，相互の連携が求め

られる中学校と高等学校では情報教育の接続を意識した指導が必ずしも十分に成されている

とは言えない 121)～126) 。特に，高等学校教員は中学校教員との情報交換の機会が少なく 127) ，中

学校との連携が十分に図られていない現状がある。そこで，本研究では中学校技術・家庭（技
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術分野）と高等学校教科情報との接続を意図した授業の開発を行う。授業開発は，問題解決能

力育成を目標とする専門教科情報「情報と問題解決」について行う。第 3 章において，中学校

で育まれた問題解決能力の発展的な向上について考察する。 

 

(2) 高等学校内の視点 

 高等学校の全教科の中でも，とりわけ問題解決的な学習を重視してきた教科が「情報」であ

る。教科「情報」は，「小・中学校段階からの問題発見・解決や情報活用の経験の上に，情報や

情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学的な理解や思考力等を育み，ひいては，生

涯にわたって情報技術を活用し現実の問題を発見し解決していくことができる力を育む教科」

と位置付けられている 106) 。図 2-５に示すように，教科「情報」の科目の中で，総合的科目と

して位置付けられているのが「課題研究」である。「課題研究」の目標は，「情報に関する課題

を設定し，その課題の解決を図る学習を通して，専門的な知識と技術の深化，総合化を図ると

ともに，問題解決の能力や自発的，創造的な学習態度を育てる。」92) と示されており，問題解決

能力育成に関わる総合的な科目となっている。さらに，図 2-6 に示す 2017 年改訂の科目構成

においても総合的な科目として設置されている。目標は「情報に関する科学的な見方・考え方

を働かせ，実践的・体験的な学習活動を行うことなどを通して，社会を支え情報産業の発展を

担う職業人として必要な資質・能力を次のとおり育成することを目指す。(1) 情報の各分野に

ついて体系的・系統的に理解するとともに，相互に関連付けられた技術を身に付けるようにす

る。(2) 情報産業に関する課題を発見し，情報産業に携わる者として解決策を探究し，科学的
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な根拠に基づいて創造的に解決する力を養う。(3) 情報産業に関する課題を解決する力の向上

を目指して自ら学び，情報産業の創造と発展に主体的かつ協働的に取り組む態度を養う。」17) と

示されており，問題解決能力育成に重点を置いた科目であることが分かる。 

 高等学校専門学科や総合学科においては「課題研究」が中核的な科目である 129) 。総合学科

は「中学卒業段階で明確な将来の展望を描けずにいる生徒を入学させて，総合学科の様々な仕

掛けの中で生徒に自らを見つめさせ，社会を考えさせ，自らの学びを構築させ，将来への展望

を持たせようとする」教育内容 130) を含んでおり，課題の解決を図る学習を通して，主体的に

問題を解決する力を養うことができる「課題研究」の推進が強く求められている。「課題研究」

についての考察は専門学科等については行われている 131)~135) が，総合学科ではほとんど見当

たらない 136) 。そこで，本研究では高等学校総合学科における専門教科情報「課題研究」の授

業開発を行う。第 4 章において高等学校での問題解決能力育成について考察する。 

 

(3) 高等学校から社会への視点 

高等学校は，国家及び社会の形成者として必要な資質等を養うことを目標としている 137) 。

現行の高等学校は，中学生の約 99％が進学する教育機関となっている 137) 。高等学校は，義務

教育を終えた生徒一人ひとりに変化の激しい今後の社会を生き抜くために必要な問題解決能

力を育む場である。 
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2016 年 8 月に閣議決定された「日本再興戦略 2016－第 4 次産業革命に向けて－」において

「第 4 次産業革命」が日本経済の未来を切り開く重要な鍵であることが示された 105) 。その「第

4 次産業革命」を主導する重要なキーワードが，ビッグデータ，IoT，人工知能などの情報技術

の活用である。今，国を挙げてこれらの情報技術を牽引する人材の育成が図られている中で，

学校教育には「情報を活用して新たな価値を創造する力」などの問題解決能力の育成が求めら

れている。一方，ビッグデータ時代と言われる今日，「課題の解決にデータを活用する力」の必

要性も高まっている 139) 。そこで，本研究では高等学校から社会への接続を意図したビッグデ

ータを活用する授業の開発を行う。授業開発は，問題解決能力育成に重点を置いている教科情

報「情報と問題解決」について行う。第 5 章において，社会に求められる問題解決能力育成に

ついて考察する。 

これらの観点からの考察により，情報教育における段階的な問題解決能力育成が重要である

ことが分かった。具体的には，1970 年代から始まった日本の情報教育は，今や全ての学習の基

盤となる資質･能力を育成するための教育へと発展している。情報技術の発展に伴う社会の変

革期を迎える中で，子どもたちには小・中・高等学校の情報教育を通して，これからの時代を

逞しく生き抜くために必要とさる問題解決能力を育成しなければならない。特に，初等中等教

育の中でも，高等学校は情報教育の集大成として位置付けられている。高等学校は，中学校で

育まれた力を発展的に育成することと共に，社会を牽引する人材を育成することも求められて

いる。高等学校に求められる情報教育の基本的な考え方を踏まえ，１．中学校から高等学校へ

の視点，２．高等学校内の視点，３．高等学校から社会への視点の 3 つの視点を基に問題解決

能力育成を志向する授業の開発を行う。 

授業開発の 3 つの視点を基に，第 3 章で中学校からの接続を考慮した高等学校情報教育の授

業開発を考察する。次に，第 4 章で問題解決能力育成を重視した高等学校情報教育の授業開を

考察する。最後に，第 5 章で社会への接続を志向した高等学校情報教育の授業開発を考察する。

これらの授業開発を通して，高等学校情報教育における問題解決能力の育成を図る。 

 

 

 

 

 

 



高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発 

44 

 

 

  



 

45 

 

第３章 中学校からの接続を考慮した高等学校情報教育の授業開発 

 

3.1 緒言 

中学校技術・家庭（技術分野）で育まれた問題解決能力を，高等学校情報で発展的に育成す

るための授業を開発する。中学校における情報教育の中核を担っているのが「中学校技術・家

庭（技術分野）」である。系統的な情報教育の視点からも，中学校技術・家庭（技術分野）との

連携が肝要である。特に，技術・家庭（技術分野）教育の有用性を検証し，中学校技術・家庭

（技術分野）教育が高等学校情報教育の基礎となっていることを検証する。  

 

3.2 中学校からの接続を考慮した高等学校における問題解決能力育成 

(1) 中学校技術・家庭（技術分野）教育の内容 

2008 年改訂の中学校学習指導要領総則の中で「各教科の指導においては問題解決的な学習

を重視すること」91) と示された。技術・家庭においても問題解決能力の育成が重要な目標に位

置付けられ，2008 年学習指導要領解説技術・家庭編においては，「将来にわたって変化し続け

る社会に主体的に対応していくためには，生活を営む上で生じる課題に対して，自分なりの判

断をして課題を解決することができる能力，すなわち問題解決能力をもつことが必要である。

今回の改訂においては，生活の自立を図るとともに『生きる力』をはぐくむことがより一層重

視されており，進んで生活を工夫することや創造することは，技術・家庭科にとって最終的な

目標であるといえる。」140) と示された。このように，技術・家庭で行われている実践的かつ体

験的な教育活動は，生徒の問題解決能力向上を目指したものとなっている。技術・家庭（技術

分野）は，「Ａ 材料と加工に関する技術」，「Ｂ エネルギー変換に関する技術」，「Ｃ 生物育成

に関する技術」，「Ｄ 情報に関する技術」の 4 つの内容から構成されている。各々の内容の指導

に当たっては，（一社）日本産業技術教育学会から提案されている「技術的課題解決力」を基礎

とした技術教育固有の方法が参考となる 116) 。学習活動の展開にあたっては「発達段階に適し

た技術的課題を例題として，創造の動機から始まり設計・計画，製作・制作・育成，成果の評

価の 4 過程を欠落することなくたどらせる必要がある」と示されている。 

さらに，2017 年改訂中学校学習指導要領の技術・家庭の目標に「生活や社会の中から問題を

見いだして課題を設定し，解決策を構想し，実践を評価・改善し，表現するなど，課題を解決

する力を養う」と示されている 16) 。この目標について，2017 年学習指導要領解説技術・家庭
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編では「生活や社会の中から問題を見いだし，解決する力を育成することをねらいとしている

ことを示している。変化の激しい社会に主体的に対応するためには，生活する上で直面する

様々な問題の解決に向けて，知識及び技能を活用して解決方法を考えたり，自分なりの新しい

方法を創造したりするなど，学んだことを実際の生活の中で生かすことができる力を育てるこ

とが重要であり，このような力は，生活や社会の中でどのような問題に直面しようとも自分な

りの判断をして解決することができる力，すなわち問題解決能力にもつながるものである」と

示されている 115) 。 

このように，技術・家庭（技術分野）で行われている教育は，生徒の問題解決能力を育成す

るための教育そのものである。そのため技術・家庭（技術分野）では問題解決能力の向上を目

指した実践研究が活発に行なわれている 141)~144) 。 

 

(2) 中学校と高等学校の情報教育の内容 

中学校では，2008 年改訂中学校学習指導要領において技術・家庭（技術分野）「Ｄ 情報に関

する技術」を主体とした情報教育の充実が図られた。一方，高等学校では 2009 年改訂高等学

校学習指導要領において，教科「情報」の教育内容の充実が図られ科目構成が見直された。2017

年から 2018 年にかけて公表された中学校及び高等学校学習指導要領では中学校と高等学校に

「プログラミング」や「情報セキュリティ」に関する学習内容の充実が図られた 16),17) 。図 3-1

図 3-1 中学校と高等学校の学習内容接続 

小学校で身に付けた知識・技能を基に，情報の科学的な理解に関

する学習として，「情報通信ネットワークと情報モラル」，「ディジタ
ル作品の設計・制作」，「プログラムによる計測・制御」をすべての
生徒が履修。 

 共通教科「情報」 
社会の情報化の進展に主体的に対応できる能力と態度を育成す

る観点から「社会と情報」，「情報の科学」の 2 科目で構成。 

 専門教科「情報」 

情報技術の進展や情報産業の構造変化などへの対応，問題を適
切に解決する能力や態度の育成への対応から，「情報システム実
習」や「情報デザイン」などの 13 科目で構成。 

高等学校の学習内容 

【総合学科】 

専門教科情報科目を選択科目として開設可能。 
「課題研究」や「情報と問題解決」など。 

中学校の学習内容 
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に示すような中学校と高等学校の相互の学習内容等を理解した指導がより一層求められる。 

次に，中学校と高等学校の学習指導要領解説から，中学校から高等学校への情報教育の連続

性を意識した指導についての記述を表３-1，表３-2 に示す。 

表 3-2 高等学校学習指導要領解説の記述 110),128) 

2010 年 高等学校学習指導要領解説情報編 

共通教科情報科の学習内容と中学校技術・家庭科技術分野「Ｄ 情報に関する技術」の学

習内容とは，連続性をもっている。「Ｄ 情報に関する技術」の(1)から(3)までの内容は，今

回の改訂ですべて必修項目となった。中学校における情報教育の成果を踏まえて共通教科情

報科の指導を行うには，これらの中学校技術・家庭科技術分野の改善内容をよく理解するこ

とが極めて重要である。 

また，中学校学習指導要領第１章総則第４の２の(10)には，「各教科等の指導に当たって

は，生徒が情報モラルを身に付け，（中略）情報手段を適切かつ主体的，積極的に活用できる

ようにするための学習活動を充実する」と規定されている。生徒は，中学校の各教科，道徳，

総合的な学習の時間及び特別活動で，情報モラルを身に付けるとともに情報手段を適切かつ

主体的，積極的に活用した学習活動を経験して高等学校に入学してくる。生徒が義務教育段

階において，情報教育についてどのような内容の学習をしてきたかについて，あらかじめそ

の内容と程度を的確に把握して，共通教科情報科の指導に生かす必要がある。 

2018 年 高等学校学習指導要領解説情報編 

共通教科情報科の学習内容は，中学校技術・家庭科技術分野の内容「Ｄ情報に関する技術」

の学習との系統性を重視している。今回の改訂では，「Ｄ情報に関する技術」について，小学

校におけるプログラミング教育の成果を生かして発展させるという視点から，従前からの計

測・制御に加えて，ネットワークを利用した双方向性のあるコンテンツのプログラミングに

ついても取り上げるなどの内容の改善を図っている。共通教科情報科の指導を行うために

は，これらの中学校技術・家庭科技術分野の改善内容を十分踏まえることが重要である。 

また，中学校学習指導要領第１章総則第２の２の(1)には，「各学校においては，生徒の発

達の段階を考慮し，言語能力，情報活用能力（情報モラルを含む），問題発見・解決能力等の

学習の基盤となる資質・能力を育成していくことができるよう，各教科等の特質を生かし，

教科等横断的な視点から教育課程の編成を図るものとする。」と規定されている。生徒は，

中学校の各教科，道徳，総合的な学習の時間及び特別活動で，中学校までの発達段階に応じ

た情報活用能力（情報モラルを含む）を身に付けて高等学校に入学してくる。生徒が義務教

育段階において，どのような情報活用能力を身に付けてきたかについて，あらかじめその内

容と程度を的確に把握して，共通教科情報科の指導に生かす必要がある。 

表 3-1 中学校学習指導要領解説の記述 115),140) 

2008 年 中学校学習指導要領解説技術・家庭編「情報に関する技術」 

情報活用能力を育成する観点から，小学校におけるコンピュータの基本的な操作や発達の

段階に応じた情報モラルの学習状況を踏まえるとともに，他教科や道徳等における情報教育

及び高等学校における情報関係の科目との連携・接続に配慮する。 

2017 年 中学校学習指導要領解説技術・家庭編「D 情報の技術」 

情報活用能力を系統的に育成できるよう，プログラミングに関する学習やコンピュータの

基本的な操作，発達の段階に応じた情報モラルの学習，さらに，社会科第５学年における情

報化が社会や産業に与える影響についての学習も含めた小学校における学習を発展させる

とともに，中学校の他教科等における情報教育及び高等学校における情報関係の科目との連

携・接続に配慮する。 
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このように学習指導要領解説においては，中学校と高等学校の連続した情報教育内容の維持

を求めている。また，中学校では 2017 年改訂学習指導要領解説からは小学校との連携・接続

を意識することも求められるようになり，高等学校との連携・接続についてもより求められる

こととなった。高等学校では，以前より中学校技術・家庭（技術分野）との連携・接続が求め

られていたが，2018 年改訂学習指導要領解説においては今まで以上に連携・接続の必要性が示

されることとなった。高等学校情報は，小・中・高等学校の各教科等の指導を通して行われる

情報教育の集大成として位置付けられている。高等学校での情報教育には，小・中学校段階か

らの問題発見・解決や情報活用の経験の上に，情報と情報技術を問題の発見と解決に活用する

ための科学的な理解や思考力等を育むことが求められる 145) 。 

中学校教員・高等学校教員が，各教育段階の学習内容の把握に努めることこそが，中学校か

ら高等学校への情報教育の接続へと繋がる 146),147)  。これからの高等学校教員には中学校技術・

家庭（技術分野）から高等学校情報への接続を意識した指導が求められる。同時に，技術・家

庭（技術分野）教育で培った問題解決能力を継続的かつ発展的に育成する授業の開発を進めて

いく必要がある 148) 。 

 

(3) 高等学校「情報と問題解決」の内容 

2009 年改訂高等学校学習指導要領より新設された専門教科情報「情報と問題解決」は，高度

情報人材に求められる，問題の発見力・解決力や自立した行動力を育むことをねらいとして設

置された。科目の目標は「情報と情報手段を活用した問題の発見と解決に関する基礎的な知識

と技術を習得させ，適切に問題解決を行うことができる能力と態度を育てる。」とされている。

その内容は，表 3-3 に示す通り(1) 問題解決の概要，(2) 問題の発見と解決，(3) 問題解決の

過程と結果の評価の 3 項目から構成されおり，履修単位は 2～4 単位程が想定されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 3-3 「情報と問題解決」の内容 92) 

(1) 問題解決の概要 ア 問題の発見から解決までの流れ 

イ 問題解決の実際 

(2) 問題の発見と解決 ア データの収集 

イ データの整理 

ウ データの分析 

エ 最適化 

(3) 問題解決の過程と結果の評価 

 

ア 評価の方法 

イ 評価の実際 
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また表 3-4 に，内容の構成及び取扱いにあたっての留意事項に示す 128)  。「情報と問題解決」

の内容は，問題解決の概要，問題の発見と解決，問題解決の過程と結果の評価から構成されて

おり，中学校技術・家庭（技術分野）での「工夫し創造する能力」の育成と同じ方向から生徒

の資質向上を狙っている 148) 。このように「情報と問題解決」は，問題解決能力の育成という

観点からも中学校技術・家庭（技術分野）との連携が求められる科目である。 

 

 

 

 

 

3.3  高等学校から見た中学校で育まれる問題解決能力 

(1) 高校生から見た中学校教育 

高校生が中学校の教科についてどのような意識を持っているのかを調査するために，2016 年

度の W 県立 W 高等学校の 1 年次生と専門教科情報の選択科目を履修している 2・3 年次生に

アンケート調査を実施した。アンケートは 4 月当初の授業で行い，1 年次生 195 名， 2・3 年

次生 52 名から回答を得た。表 3-5 に，中学校の各教科等の学習について「①問題解決能力が

身に付いた」，「②高等学校の教科情報の学習に役立つ」の設問に対して 4 件法（4：そう思う，

3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，1：そう思わない）から得られた回答の平均値及び

標準偏差を示す。 

表 3-5 より，問題解決能力が見に付いた教科を問う設問①では，1 年次生の技術の平均値は

2.65 と低く，生徒は高等学校入学直後には「技術」で問題解決能力が身に付いたとはそれほど

考えていないことが分かる。一方で，高校情報の科目を履修した 2･3 年次生は技術の平均値が

2.94 と他の教科等に比べて高くなっている。これは，中学校技術・家庭（技術分野）と関連の

ある高等学校情報の学習に触れたことで，技術・家庭（技術分野）教育で体験した問題解決的

な学習の重要性に気付いた結果ではないかと考える。また，高等学校情報の学習にどの教科が

役立つかどうかを問う設問②では， 1 年次生と 2･3 年次生共に「技術」の平均値が高く，中学

校技術・家庭（技術分野）が高等学校情報の学習に役立つと考えていることが分かる。特に，

2･3 年次生の「技術」の平均値が 3.04 と他の教科等に比べて最も高いことから，高等学校情報

の学習を重ねたことで，高等学校情報が中学校技術・家庭（技術分野）と関連していることの

理解が深まったのではないかと考える。 

表 3-4 内容の構成及び取り扱いに当たっての留意事項 128) 

ア 指導に当たっては，実習を通して，情報及びコンピュータや情報通信ネットワーク

などの情報手段を活用した問題の発見から解決までの過程において必要とされる知識と

技術について理解させること。また，適切な解決方法を用いることの重要性について考え

させるとともに，問題解決の手法を適切に選択することができるようにすること。 
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次に，高校生の「技術」から「情報」への意識を調査した結果を表 3-6 に示す。表 3-6 より，

第 2，3 項目の平均値が 2.41，1.91 と低く，中学校時代は高等学校に教科「情報」があること

をあまり認識できていないことが分かる。特に，「情報」の学習内容についてほとんどの生徒が

認識できていないことが分かる。これらの結果から，中学校「技術」から高等学校「情報」へ

の情報教育の接続が十分に成されていないのではないかと考える。つまり高校生の多くは，技

術・家庭（技術分野）教育で身に付けた問題解決に関する知識・技能が，高等学校情報の学習

表 3-5 中学校各教科等に対する高校生の意識 

 ①「問題解決能力」が身に付いた ②高等学校の教科「情報」の学習に役立つ 

 1 年次生 2･3 年次生 1 年次生 2･3 年次生 

教科等 平均 SD 平均 SD 平均 SD 平均 SD 

国語 3.01  0.74  2.90  0.75  3.04  0.82  2.69  0.92  

社会 2.83  0.75  2.71  0.70  3.33  0.75  2.58  0.80  

数学 2.70  0.88  2.67  0.88  2.74  0.86  2.92  0.95  

理科 2.65  0.79  2.37  0.63  2.48  0.82  2.23  0.67  

音楽 2.81  0.89  2.10  0.80  2.14  0.94  1.92  0.88  

美術 2.62  0.88  2.19  0.84  2.17  0.86  2.06  0.89  

保健体育 2.81  0.92  2.23  0.78  2.15  0.94  1.94  0.85  

技術 2.65  0.79  2.94  0.83  3.07  0.89  3.04  0.95  

家庭 2.86  0.85  2.33  0.73  2.46  0.94  2.00  0.89  

外国語 2.66  0.90  2.73  0.87  2.76  0.96  2.79  0.85  

道徳 2.77  0.91  2.63  0.91  2.52  0.92  2.31  0.90  

総合的な学習 
の時間 2.81  0.87  2.65  0.84  2.47  0.93  2.35  0.99  

特別活動 2.94  0.90  2.54  0.87  2.54  1.00  2.31  0.93  

1 年次生 n=195  2・3 年次生 n=52 

表 3-6 「技術」から「情報」への高校生の意識 

 

1年次生 

2･3 年次生 

項目内容  1 年次生 2･3 年次生 

中学「技術」では，「情報」に関する知識や技能を十分に身に付けることができま

したか？ 

平均 2.34 2.79 

SD 0.75 0.89 

中学校のときに，高校に「情報」の教科があることを知っていましたか？ 
平均 2.41 2.52 

SD 1.01 1.03 

中学校のときに，高校「情報」の学習内容について知っていましたか？ 
平均 1.91 2.61 

SD 0.82 1.09 

1 年次生 n=195  2・3 年次生 n=52 
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に有用に働くこと，またその知識・技能こそが新しい時代を創造するための力になることに気

付いていないのではないかと考える。よって，高等学校情報において，中学校技術・家庭（技

術分野）で育成された問題解決能力を継続的かつ発展的に向上させ，その有用性を生徒に認識

させることは極めて重要であると考える。 

 

(2) 高等学校教員から見た中学校教育 

中学校との連携の必要性が高まっている中で，指導する側の高等学校教員が小学校を含めた

中学校の情報教育についてどのような意識を持っているのかを調査するために，2016 年 6 月

に W 県の高等学校（特別支援学校高等部を含む）の情報教育担当教員へのアンケート調査を実

施した。4 件法によって得られた回答結果（n=39）の平均及び標準偏差または割合を表 3-7，

表 3-8 に示す。 

 

表 3-7 より，最初の 2 項目の平均値は 1.59，1.82 と低く，高等学校の教員は中学校等の情報

教育の内容を十分に把握していないことが分かる。さらに，第 4 項目は 1 及び 2 の占める割合

が高く，高等学校教員は中学校技術・家庭（技術分野）の教科書をほとんど読んでいないこと

が分かった。その一方で，第 3 項目の平均は 3.41 と高く，高等学校教員の多くが今後は小学校

や中学校の情報教育内容との関連性を深めた高等学校情報の指導が必要であると認識してい

ることも分かった。 

次に，教員の授業実践上の課題を調べるための設問「新入生の様子を見て課題だと感じてい

表 3-7 高等学校教員の情報教育に対する意識 

項 目 平均 SD 

現在，小学校で行われている情報教育の指導内容をご存知ですか？ 

 4:よく知っている   3:ある程度は知っている  

 2:少ししか知らない  1:全く知らない 

1.59 0.72 

現在，中学校「技術・家庭（技術分野）」で行われている情報教育の指導内容をご存知ですか？ 

 4:よく知っている   3:ある程度は知っている  

 2:少ししか知らない  1:全く知らない 

1.82 0.83 

今後，小・中学校の情報教育内容との関連性を深めた指導が必要になってくると思いますか？ 

 4:そう思う      3:ややそう思う  

 2:あまりそう思わない 1:そう思わない 

3.41 0.68 

現在使用されている「技術・家庭（技術分野）」の教科書を知っていますか？ 割合(%)  

4:情報教育の内容まで読んだことがある 5  

3:情報教育の目次まで読んだことがある 3  

2:技術・家庭の教科書に情報教育の内容が書かれていることは知っている 79  

1:中学校で情報教育が行われていることは全く知らない 13  

n=39 
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ることは何ですか？（複数回答可）」に対する回答結果を表 3-8 に示す。表 3-8 から生徒の習熟

度にばらつきがあることが分かり，高等学校情報を指導するうえで授業時間数不足等の課題が

生じている。また，半数近くの教員が，生徒の「問題解決の能力の低さ」を課題と感じている

ことが分かった。しかし，これは高等学校の教員自身が，中学校技術・家庭（技術分野）の指

導内容を把握できていないため，生徒が技術・家庭（技術分野）教育で身に付けた問題解決能

力を十分に伸ばし切れていないと見ることもできる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3.4  高等学校における中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性 

(1) 高等学校「情報と問題解決」の授業実践 

本研究においては，柔軟な専門教育を展開することができる高等学校「総合学科」で授業実

践を行った。総合学科は，普通科及び専門学科と並ぶ新しい学科として 1994 年に創設された

学科である。普通科目及び専門科目にわたって多様な選択科目を開設し，生徒がそれを系統的

あるいは体系的に学習することができるように教育課程が編成されている。実践を行った W 県

W 高等学校は，全国で最初に設置された総合学科として実績があり，なおかつ教科「情報」が

開始された 2003 年度より「情報系列」を設置し系統的な情報教育を実践している。授業科目

は，生徒の問題解決能力育成を目標としている専門教科情報「情報と問題解決」とした。W 県

W 高等学校では，「情報と問題解決」（2 単位時間）を 3 年次生の選択科目として開設しており，

履修する生徒は 1 年次に必修科目「社会と情報」の学習を終えている。授業を実践した 2016 年

度の受講生の数は 40 名であった。 

表 3-8 高等学校教員から見た授業実践上の課題 

項 目 人数 ％ 

情報に関する「知識」の個人差が大きい 34 72 

情報に関する「技能」の個人差が大きい 31 66 

問題解決の能力が低い 22 47 

著作権への意識が低い 18 38 

小・中の情報教育が身についていない 11 23 

情報に興味を持つ生徒が少なくなってきている 8 17 

中学校「技術」から高校「情報」への情報教育の関連性を理解できていない 6 13 

教科「情報」の存在を知らないで入学してくる 4 9 

n=39 
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授業では，中学校技術・家庭（技術分野）から高等学校情報への情報教育の接続を考慮する

ため授業後半に「技術・家庭（技術分野）の教科書」を用いた授業を展開した。表 3-9 に，実

践授業における生徒の学習活動を示す。表 3-9 に示すように，はじめに生徒は問題の発見から

解決までの流れを学習した後，問題解決の手法と思考技術についてのグループ演習を行った。

次に，問題解決の手法と思考技術を用いながらグループで「学校をよくするための改善策を提

案する」という実習を行った。ただし，その改善策を提案する際，1 年次で学習した「社会と

情報」で学んだ学習内容をどのように活かしていきたいかという条件を加えて考察した。グル

ープで提案内容をまとめた後，質疑応答を含めた発表会を実施した。続いて，各グループから

提案された，「社会と情報」の学習内容をどのように活かしていくかの意識を全員で共有した

後，中学校技術・家庭（技術分野）の教科書からその内容に関連する箇所を探した。中学校技

術・家庭（技術分野）の教科書と高等学校情報の教科書を見比べて，「技術・家庭（技術分野）」

と「情報」の関連性について考察した。さらに，技術・家庭（技術分野）の教科書に示されて

いる問題解決の学習内容が，高等学校「情報と問題解決」の学習内容と深く関わりがあること

を確認した。その後，表 3-6 の在学生への意識調査から分かった「中学校技術・家庭（技術分

野）と高等学校情報の関連性の認識が弱い実態」や「高校入学前に高等学校情報があまり認識

されていない実態」を確認し，その問題を解決するための提案として，「中学生や在学生に対し

て，中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報との関連性を認識させるための方策」を考

えた。このように，問題解決的な学習の中で，生徒が中学校技術・家庭（技術分野）で学習し

た内容に触れながら技術・家庭（技術分野）教育の有用性を実感する授業を実践した。 

表 3-9 「情報と問題解決」における生徒の学習活動 

回 学習活動 時数 

1～2 問題の発見から解決までの流れを知る 2 

3～6 問題解決の手法と思考技術を知る 4 

7～14 
「学校をよくするための改善策」を提案する 
（「社会と情報」で学習した内容をどのように活かすのかを含めて提案する） 

8 

15 高等学校情報と中学校技術・家庭（技術分野）の関連性について考察する 1 

16～17 「中学生や在学生に対して，技術と情報との関連性を認識させるための方策」を提案する 2 

18〜21 「情報と科学」の問題解決の学習内容を参考にしながら，問題解決についての復習・確認を行う 4 
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 (2) 高等学校情報教育における中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性 

高等学校情報教育における問題解決能力の向上と中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用

性を調査するために「情報と問題解決」の履修生徒（40 名）を対象として，授業開始時と終了

時に無記名でアンケート調査を実施した。4 件法（4：そう思う，3：ややそう思う，2：あまり

そう思わない，1：そう思わない）から得られた回答を基に t 検定（対応なし）を行った結果を

表 3-10 と表 3-11 に示す。 

表 3-10 より，開始時の平均値がどの項目においても 2.5 から 3.0 の間にあり，中学校技術・

家庭（技術分野）である程度の問題解決能力が育まれていると考えられる。さらに，第 2，3 項

目に開始時と終了時の結果の有意差が認められており「問題を解決するための計画や見通しを

立てること」や「解決方法の手段を考えること」の理解が授業を通して深まっていることが分

かる。これは，見通しや解決の手段を考えるにはある程度の経験が必要であり，高等学校情報

での問題解決の学習体験から中学校技術・家庭（技術分野）の有用性を再認識したと考えるこ

とができる。さらに，第 7，8 項目にも開始時と終了時の結果の有意差が認められており，生徒

表 3-10 中学校技術・家庭（技術分野）教育で身に付けた問題解決能力の向上 

No 項目内容  
事前 

(n=33) 
事後 

(n=34) 
t 値 

（df=65） 

1 生活の質の向上を考えることができるようになりましたか？ 
平均 2.67 2.74 

0.37  
SD 0.65 0.86 

2 
問題を解決するための計画や見通しを立てることができるよう
になりましたか？ 

平均 2.48 2.91 
2.32 * 

SD 0.76 0.75 

3 
問題を解決するための手段を考えることができるようになりま
したか？ 

平均 2.61 3.03 
2.24 * 

SD 0.66 0.87 

4 計画に基づいて実行することができるようになりましたか？ 
平均 2.67 2.88 

1.06  
SD 0.82 0.84 

5 条件に応じて計画を見直すことができるようになりましたか？ 
平均 2.61 2.76 

0.79  
SD 0.83 0.82 

6 
問題を解決する際，コンピュータを使うか使わないかの判断がで
きるようになりましたか？ 

平均 2.55 2.97 
1.86  

SD 0.97 0.90 

7 
コンピュータを使わないで問題を解決する場合に処理手順を考
えることができるようになりましたか？ 

平均 2.36 2.97 
2.93 ** 

SD 0.86 0.83 

8 
コンピュータを使って問題を解決する場合に処理手順を考える
ことができるようになりましたか？ 

平均 2.64 3.00 
2.01 * 

SD 0.74 0.74 

9 
コンピュータによる計測・制御は家電製品等で使われていること
がわかるようになりましたか？ 

平均 2.61 2.94 
1.63  

SD 0.83 0.85 

10 
制作物を振り返り，適切に評価することができるようになりまし
たか？ 

平均 2.58 2.74 
0.81  

SD 0.79 0.83 

11 失敗を次に活かすことができるようになりましたか？ 
平均 2.76 2.94 

0.89  

SD 0.87 0.81  

*:p<0.05  **:p<0.01 
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はコンピュータを「使う場合」に加えて「使わない場合」でも問題解決を認識することができ

るようになったことが分かる。これは，生徒が情報手段を活用した問題解決の手法を学んだこ

とにより，中学校技術・家庭（技術分野）で身に付けたコンピュータを使う問題解決能力をさ

らに適切に応用できるようになったと考えることができる。一方，表 3-11 の第 1，2，3 項目

で開始時と終了時の結果の有意差が認められていることから，「情報と問題解決」の授業実践を

通して中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報の学習内容の繋がりについての理解が深

まっていることが分かる。これらの結果から，中学校技術・家庭（技術分野）は高等学校情報

での問題解決能力向上に有用であることが分かる 

表 3-12 中学校技術・家庭（技術分野）の教科書を参照することの有用性 

No 4：そう思う ⇔ 1：そう思わない 平均 SD 

1 中学校「技術」の教科書を参考にしたことで，高校「情報」と関わりがあることに気づきましたか？ 3.21 0.69 

2 中学校「技術」の教科書を参考にしたことで「技術」の学習内容を振り返ることができましたか？ 2.82 0.87 

3 中学校「技術」の教科書を参考にしたことで「情報」の学習についての興味がわきましたか？ 2.79 0.69 

4 中学校「技術」の教科書を参考にしたことで「技術」の学習についての理解が深まりましたか？ 3.00 0.74 

5 中学校「技術」の教科書を参考にしたことで「情報」の学習についての理解が深まりましたか？ 3.03 0.67 

6 
高校「情報」の授業の中で，「技術」の教科書を参考に用いることについてどう思いますか？ 
（4：良い ⇔ 1：悪い） 
また，なぜそう思うのかを詳しく答えて下さい。 

3.30 0.72 

7 将来さまざまな問題を解決する際，「技術」で学習した内容は役立つと思いますか？ 3.30 0.72 

8 将来さまざまな問題を解決する際，「情報」で学習した内容は役立つと思いますか？ 3.36 0.77 

 n=33 

表 3-11 中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性 

No 項目内容 
 事前 

(n=32) 
事後 

(n=33) 
t 値 

（df=63） 

1 
中学「技術」と高校「情報」の学習内容にはつながりがあると思
いますか？ 

平均 2.41 3.03 
2.92 ** 

SD 0.87 0.85 

2 
中学「技術」の学習を通して，問題解決の力が身についたと思い
ますか？ 

平均 2.31 2.79 
2.10 * 

SD 0.90 0.93 

3 
中学「技術」で学んだ内容を，高校「情報」の学習で深めること
ができましたか？ 

平均 2.19 2.76 
3.00 ** 

SD 0.64 0.87 

4 
高校「情報」は中学「技術」の学習内容を知った上で学習した方
がよいと思いますか？ 

平均 2.63 2.79 
0.73  

SD 0.87 0.93 

5 
中学「技術」の学習内容と高校「情報」の学習内容に関わりがあ
ることに気づきましたか？ 

平均 2.47 2.82 
1.46  

SD 0.88 1.04 

*:p<0.05  **:p<0.01 
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授業終了時に取った授業アンケートの結果を表 3-12 に示す。授業では，生徒に中学校技術・

家庭（技術分野）との関連性に気付かせるために，後半に技術・家庭（技術分野）の教科書を

確認した。表 3-12 から，どの項目も平均値が高く，特に第 6 項目の平均値は 3.3 と高くなって

いる。これらの結果より，技術・家庭（技術分野）の教科書を用いることに対して多くの生徒

が好意的に捉えていることが分かる。さらに，技術・家庭（技術分野）の教科書を用いること

ついての自由記述には，「技術を振り返ることができる。」，「中学の時に勉強したこととか正直

忘れていると思うから情報でもう一回やるのはいいと思う。」，「中学で習った技術の内容が高

校の情報で活かされていることが分かる。」などの記述が見られた。また，授業の感想には，「中

学の時点で技術や情報を勉強しておくことは大切だと感じた。」，「中学生でこんな難しいこと

やっていたんだなと思った。」，「中学ではなんとも思っていなかったけれど，すごくいいことを

学んでいたんだなと思いました。」などの記述が見られた。このような結果からも，本研究を通

して生徒自身が中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性を実感することができたのではな

いかと考える。さらに，技術・家庭（技術分野）の教科書を活用したことで，高等学校教員が

中学校の技術・家庭（技術分野）教育の有用性に気付き，学ぶことができたという点も本研究

の成果である。結果として，中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性を意識させるための

高等学校情報教育の流れを図 3-2 にまとめる。 

図 3-2 技術・家庭（技術分野）教育の有用性を意識させる情報教育 
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中学校技術・家庭（技術分野）の教科書を高等学校で併用する授業を展開することにより，

高等学校の生徒や教員による中学校技術・家庭（技術分野）教育の有用性の理解がより進むこ

とが期待できる。 

 

3.5  結言 

高等学校専門教科情報「情報と問題解決」の授業に，中学校技術・家庭（技術分野）との接

続の視点を加え，技術・家庭（技術分野）教育の有用性を検証した。中学生・高校生の多くは，

中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報の教科名の違いから教育内容の連続性について

認識できていない。授業実践から，高等学校の授業で中学校技術・家庭（技術分野）の教科書

を参照させることは，生徒が中学校から高等学校への情報教育の連続性を理解するために有用

であることが分かった。また，生徒に中学校技術・家庭（技術分野）で育まれた問題解決能力

について意識させることが，問題解決能力向上に有用であることが分かった。一方，中学校技

術・家庭（技術分野）の教科書を活用することで，高等学校教員が中学校の技術・家庭（技術

分野）教育の有用性に気付き，学ぶことができたという点も実践授業の成果である。 
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第 4 章 問題解決能力育成を重視した高等学校情報教育の授業開発 

 

4.1 緒言 

高等学校専門教科情報の総合的な科目に位置付けられている「課題研究」において，問題解

決能力育成を重視した授業を開発する。これまで議論してきたように，日本の学校教育におい

て問題解決能力育成が重要な観点となっている。そこで，高等学校情報において問題解決能力

育成に最も関連がある科目「課題研究」を取り上げる。特に，高等学校の中でもあまり考察が

進められていない総合学科を対象とした「課題研究」の授業実践について考察する。高等学校

情報教育において，中学校技術・家庭（技術分野）教育で培われた問題解決能力の更なる向上

を目指す。 

 

4.2 高等学校情報教育における問題解決能力育成 

情報機器が変遷を続け 149) 高度情報社会が進展する時代の中で，高等学校においては生徒た

ちに社会で生きていくために必要となる問題解決の力を身に付けさせなければならない。高等

学校は義務教育を修了した生徒に対して，高等教育機関への進学に向けた準備教育を行う一方

で，高等学校卒業後，直ちに社会に出ることを念頭に置いた教育を行うことも求められる 150) 。

特に，高等学校の中でも，将来の就業選択等を重視した教育が求められているのが「総合学科」

である。 

高等学校総合学科は，普通科及び専門学科と並ぶ新しい学科として，1994 年から設置された

学科である。1991 年の中央教育審議会答申では「今日のように，技術革新の進展等に伴い産業

構造が大きく変化している時代にあっては，将来の職業に明白な展望が持ちにくいなどの理由

から，生徒が進路決定を先送りしている傾向が見られる。また，こうした変化の下では，従来

の特定の職業のための職業教育だけではなく，あらゆる職業に共通の実際的な知識・技術を習

得させることが求められている。」151) と示されている。これを受け，総合学科の捉え方として，

「将来の職業選択を視野に入れた自己の進路への自覚を深めさせる学習を重視すること」と

「生徒の個性を生かした主体的な学習を通じて，学ぶことの楽しさや成就感を体験させる学習

を可能にすること」が示され，総合学科の中核的な科目の一つとして「課題研究」が指定され

た 129) 。 

総合学科は「中学卒業段階で明確な将来の展望を描けずにいる生徒を入学させて，総合学科
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の様々な仕掛けの中で生徒に自らを見つめさせ，社会を考えさせ，自らの学びを構築させ，将

来への展望を持たせようとする」教育内容を含んでおり 130) ，課題の解決を図る学習を通して，

主体的に問題を解決する力を養うことができる「課題研究」の推進が強く求められている。中

学校段階では，身近な問題から環境問題に至るさまざまな問題を技術的視点で設定し，課題化

して，一定の制約条件のもとで，ものづくり等を通して最適化を図りつつ解決する「技術的課

題解決力」を育成するための方法と過程が明確に示されている 116) 。しかし，技術的課題解決

力を継続して向上させていかなければならない高等学校総合学科では，具体的な授業内容が試

行錯誤段階である。 

以上の点に基づき，総合学科における情報系列「課題研究」の授業評価の観点を精査し，新

たに学習評価に関する観点や教育方法の改善について議論する。このとき，中学校技術・家庭

(技術分野)，高等学校情報「課題研究」及び総合学科の情報系列の関連性を相互に意識しなが

ら，高等学校情報教育における問題解決能力育成について考察する。 

 

4.3  高等学校「課題研究」の位置付けと観点 

(1) 高等学校「課題研究」の目標と内容 

2009 年改訂高等学校学習指導要領において，専門教科情報「課題研究」は図 4-1 のように他

の専門科目と関連付けて実践的な内容を扱う総合的な科目として位置付けられた 128) 。その目

標は「情報に関する課題を設定し，その課題の解決を図る学習を通して，専門的な知識と技術

の深化，総合化を図るとともに，問題解決の能力や自発的，創造的な学習態度を育てる」128) と

されている。 
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(2)  日本産業技術教育学会の提案 

第 2 章で議論したように（一社）日本産業技術教育学会は，技術・家庭（技術分野）教育で

育成すべき能力として「技術的課題解決力」を提案しており，それに基づいた教材開発等も広

く行われている 152) 。図 4-2 に技術的課題解決力を育成するための方法と過程を示す 116) 。学

習活動の展開にあたっては，発達段階に適した技術的課題を例題として，創造の動機から始ま

り設計・計画，製作・制作・育成，成果の評価の４過程を欠落することなくたどらせる必要が

ある 116) と示されている。 

(3) 「課題研究」の 6 つの観点の提案 

本節では，生徒が課題を設定し，その課題の解決を図る学習を含む「課題研究」において，

技術的課題解決力を育成する方法と過程の両者を関連させた教育に展開する。そこで，「課題研

究」を（一社）日本産業技術教育学会が提案している技術的課題解決力を育成するための方法

と過程である「創造の動機」，「設計・計画」，「製作・制作・育成」，「成果の評価」116) と対応さ

せ，「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の４つの観点で考察した。なお，高等学校の「課題研究」

には，生徒の進路希望等に応じた指導が求められる 128) 。特に，就業へと意識が向かう生徒が

多い高等学校総合学科では，中学校教育と比較してより具体的な「就業を見据えた観点」が必

要となる。そこで，「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の観点に加え，新たに就業を意識した「工

程管理」と「経営管理」の２つの観点を追加した 。これらの６つの観点から見た「課題研究」

の授業の流れを図 4-3 に示す。 

ここでの「工程管理」は，学習工程のスケジュール管理の意味合いで設定している。中学校

技術・家庭（技術分野）で身に付けた技術的課題解決力を，社会に出て効率的また機能的に進

めていくためには「工程管理」の観点が必要である。より良い仕事を行うためには，どのよう

な手順でどのように仕事を進めればよいかを常に考えなければならない。また，他者との共同

創造の 
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図 4-2 技術教育固有の方法（転載許可有）116） 
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作業を伴う仕事に関しては，特に「工程管理」の能力が求められる。生徒は，学校から社会に

出た途端に仕事の結果を求められるようになる。だからこそ，就業への準備期間である高等学

校段階で，「工程管理」の能力をしっかりと育んでおかなければならない。 

次に，「経営管理」には，経済的な管理と人的配置の管理という観点を含めている。社会の中

で責任ある立場に立って仕事を行う場合には，経済的管理能力や人的管理能力が求められる。

しかし，高校生がこれらを学ぶ機会はほとんどない。10 年後，20 年後を見据えた指導として

「経営管理」の意識付けも重要である。 

以上，中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報との関連を意識し，「課題研究」を「構

想」，「設計」，「制作」，「評価」，「工程管理」，「経営管理」の６つの観点から考察する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.4  高等学校総合学科における実践例 

最初に設置された高等学校総合学科は全国に７校あり，W 県立 W 高等学校はその中の一校

である。さらに，W 高等学校の情報系列は，教科「情報」が開始された 2003 年度入学生が３

年次となった 2005 年度より専門教科情報「課題研究」を実施している。そのため，総合学科

での課題研究の実践実績が 10 年以上ある学校の事例として，W 高等学校の実践例を取り上げ

る。 

 

(1) 高等学校総合学科情報系列のカリキュラム 

図４-4 は，2014 年度における W 高等学校情報系列の科目編成である 153) 。１・２・３年次

の情報科目の学習を統括し，生徒の将来を意識した内容を扱える科目として「課題研究」を設

置している。総合学科の課題の一つとして，「生徒が目的意識や将来の進路への自覚を持ってい

ないため，主体的な科目選択を行わせることが難しい」が挙げられる 154) 。そこで，生涯学習

図 4-3 「課題研究」の 6 つの観点 

評 価 

制 作 

設 計 

構 想 

経営管理 

工程管理 
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進路 
（大学・専門学校・就業） 

 

を考慮しながらシステムコースとデザインコースの２つのコースを設定し，生徒の多様な興

味・関心に応じることができるように科目構成を工夫している 155) 。また，全員が履修する基

礎的な科目として，共通教科情報の「社会と情報」を指定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 6 つの観点から見た「課題研究」 

W 高等学校情報系列で行っている「課題研究」は，週４単位時間を使って，将来自分に役立

つ課題を設定させ，その構造を図式化，制作，研究成果を発表させるという授業運営となって

いる 156) 。これまで実践してきた W 高等学校での「課題研究」の内容は学習過程を意図的に区

分化したものではなかったが，今回新たに授業内容を「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の４

つの観点と，就業を意識した「工程管理」と「経営管理」の観点を付加した６つの観点に対応

させて授業を考察した。その結果を以下に示す。 

 

a) 構想 

生徒は，「課題研究」のテーマを自由な雰囲気の中で友人と相談しながら設定している。しか

し，研究テーマを設定することは生徒にとって苦労する作業である。そこで教員は，テーマ設

図 4-4 W 県立 W 高等学校情報系列の科目編成 

シ
ス
テ
ム
コ
ー
ス 

デ
ザ
イ
ン
コ
ー
ス 

１年次 要素を知る 

２年次 要素を学習する 

情報社会 

表現メディアの   
編集と表現 

３年次 要素を結合する 

情報社会を支える人間 

情報システム実習 

アルゴリズムと   
プログラム 情報デザイン 

課題研究 

社会と情報 

情報社会を利用する人間 

情報の表現と管理 情報産業と社会 



高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発 

64 

 

定に悩む生徒に，自分のオリジナリティを出せる余地を残しながら過去の先輩の作品を紹介し

ている。 

 

b) 設計 

生徒は，テーマ発表に向けて構造化の図面を作成している。しかし，設計するにあたって，

作品が完成に至るかどうかの判断が生徒にとっては難しい。そこで教員は，生徒に敢えて実現

できないことに挑戦させることもあるが，表 4-1 のように完成可能レベルよりも少しだけ難易

度の高いレベルで作品を設計させるようにしている。 

c) 制作 

近年は生徒一人で１テーマになることが多いが，生徒同士で助け合いながら作業を行ってい

る。教員側は，できるだけ答えを教えないように意識しているため，生徒同士で協力する雰囲

気が生まれている。また，教員は表 4-2 のように設定テーマと既習内容が関連するようにカリ

キュラムの配置や授業内容に配慮している。 

d) 評価 

生徒は，年間３回の「テーマ発表」，「中間発表」，「最終発表」を通して自己評価を行ってい

る。また，発表会の直後にはその撮影ビデオを見て，再度自己評価を行っている。教員側は，

発表会に大学等の教員や企業の方々，卒業生等を招き，専門的なアドバイスを受ける機会を設

けながら，他者評価を取り入れている。生徒同士の他者評価として，発表会の中で生徒が評価

表 4-1 設計段階での支援 

「課題研究」の設定テーマ 指導内容 

Excel VBA によるアクションゲーム制作 
・難易度設定を可能にさせる。 

・敵キャラを複数作らせる。 

学校 PR の CM 作成 
・CM の時間制限を設ける。 

・テーマ別 CM を作成させる。 

 

表 4-2 「課題研究」の設定テーマと既習内容 

「課題研究」の設定テーマ 既習内容 

Excel VBA によるアクションゲーム制作 
・表計算ソフトウェア基本操作 

・プログラミング 

学校 PR の CM 作成 
・動画編集 

・著作権 
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し合えるように配慮している。 

 

e) 工程管理 

「工程管理」は，「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の工程を効率的かつ機能的に進めるため

に重要である。しかし，生徒の多くは作業目標を考えずに作業を進める傾向が強いため，常に

「工程管理」への意識を持たせる必要がある。表 4-3 に「課題研究」における生徒の主要な学

習の区切りを示す。生徒は，「テーマ発表」，「中間発表」，「最終発表」の発表会を通して，発表

論文の提出，発表原稿の提出，プレゼン資料の提出等，作業工程の管理が問われる場面が多い。

しかし，生徒は提出期限に追われて，自分の作業工程の管理ができていないのが現状であり，

改善の余地が残されている。 

 

f) 経営管理 

「経営管理」は経済的な側面と人的な側面を考慮している。経済的な「経営管理」について，

生徒には研究で必要なハードウェアやソフトウェアの価格比較調査等を実施させながら，予算

管理について意識させているが，十分な時間確保を取ることはできていない。また，人的な「経

営管理」については，本来はグループ研究等を通して意識を高めていきたいが，近年は総合学

科ならではの履修人数のばらつきによって，個人研究のみになることが多くなっている。その

ため，共同研究の中での人的管理の学習が十分にできているとは言えないのが現状である。し

かし，生徒が互いに助け合いながら研究を進めていける環境を作り，教え・教えられる経験を

通して，人には得意・不得意があることに気付かせることも重要である。また，将来管理者に

なった場合に備え，適材適所に人間を配置する考え方も学ばせていきたい。 

表 4-3 学習の区切りによる工程管理 

月 主要な学習の区切り 

04 月 論文の書き方の学習，年間計画の把握，各自の役割の認識 

06 月 
研究テーマの検討，テーマ発表会の練習，発表会のビデオ鑑賞による自己

評価 

10 月 
作業の進捗状況の確認，中間発表会の練習，発表会のビデオ鑑賞による自

己評価，作業計画の見直し 

01 月 
作品の完成，最終発表会の練習，発表会のビデオ鑑賞による自己評価，作

品の修正，論文の修正 

02 月 作品の完成，論文の完成 
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(3) スパイラル構造の観点から見た「課題研究」 

W 高等学校における情報系列「課題研究」の６つの観点について，中学校における学修成果

及び高等学校卒業後の進学・就業に必要な知識や技術・技能等に関連させ，スパイラル構造で

図示すると図 4-５のように表現できる。 

 

まず，中学校技術・家庭（技術分野）で身に付けた技術的課題解決力が，高等学校総合学科

での学習へと発展する。次に，W 高等学校情報系列では全員が「社会と情報」を履修し，「シ

ステムコース」「デザインコース」の各コースで設定された科目を学習し，「課題研究」の学習

へと向かう。このとき，構想・設計の段階の前に経済的な観点と人的な観点を含めて「経営管

理」の観点から作業計画を立てさせることができれば作業全体を見据えた制作が可能になると

思われる。また，構想・設計・制作・評価の流れの中で常に「工程管理」を意識させることで， 

作業を効率的かつ機能的に進めることができる。さらには，全体の発表会終了後に再度「経

営管理」の重要性を説明することにより，社会に巣立った後に「経営管理」が有用となること

を意識させる。 

図 4-5 スパイラル構造に位置する「課題研究」の 6 つの観点 

 

デザイン系科目 

社会と情報 
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4.5  アンケートを通した高等学校「課題研究」の改善 

(1) アンケートの概要 

「課題研究」は，生徒から好意的な評価を得ているが，図 4-3 に示す「構想」，「設計」，「制

作」，「評価」，「工程管理」，「経営管理」の 6 つの観点の内，どの観点が生徒の将来に活かせる

のかを調べるために，在学生及び卒業生に対してアンケート調査を実施した。各年度の「課題

研究」の授業展開は，2005 年度以降の課題研究報告書から見ても大きな違いはないと考えられ

る 157) 。調査対象者は，2014 年度の「課題研究」履修生徒３名，大学または専門学校に進学し

ている学生５名，就業者８名である。表 4-4 に，アンケートを実施した在学生及び卒業生の「課

題研究」履修年度と設定テーマを示す。 

アンケートは，６つの観点に対する内容に対して４件法（数値が大きいほど肯定的）と自由

記述で回答させた。６つの観点は，今までの授業の流れを区分化したものである。生徒には，

学習した授業の流れを想定しながら質問に答えられるように①研究テーマ設定（構想），②作品

の設計（設計），③作品作り（制作），④発表会等での自己評価・他者評価（評価），⑤全体計画・

日程管理（工程管理），⑥ハードウェア・ソフトウェアなど（経営管理）と示した。 

表 4-4 「課題研究」履修年度と設定テーマ 

対象 年度 人数 課題研究の設定テーマ 

在
学
生 

2014 1 フリーゲーム作成ソフトを使用したゲーム作成 

2014 1 DAW（Digital Audio Workstation）による作曲方法 

2014 1 Linux を使ったサーバ構築 

進
学
者 

2012 1 C#とXNAによるロールプレイングゲームの制作 

2012 1 C/C++と DX ライブラリを用いた簡単な操作のアクションゲーム制作 

2012 1 C/C++と DX ライブラリによるシューティングゲーム制作 

2010 1 FedoraLinux によるサーバマニュアルの作成 

2005 1 Java による C 言語プログラミング生成ソフトの開発 

就
業
者 

2010 1 Ajax による Web ページの作成 

2010 1 DirectX，C++を使ったシューティングゲームの制作 

2007 1 開発スキル向上のための２Ｄシューティングゲーム制作 

2007 2 DX ライブラリを使用したシューティングゲーム作成 

2005 2 著作権侵害防止 e ラーニングシステムの構築 

2005 1 Java による C 言語プログラミング生成ソフトの開発 
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(2) 「課題研究」の 6 つの観点のアンケート結果 

表 4-５に「課題研究」の６つの観点である「構想」，「設計」，「制作」，「評価」，「工程管理」，

「経営管理」についてのアンケート結果の平均値を示す。 

表 4-５より，各観点について次の結果を見て取れる。 

【構想】 

① 「楽しかった」と感じている一方で，「苦労した」・「もっと時間が欲しかった」が低い値と

なっている。これは，設計，制作と作業工程が進むにしたがって「苦労した」の値が高くな

っていることからも，生徒たちが構想の段階で課題解決の実現方法についての考えを十分に

組み立てられていないからだと思われる。 

 

【設計】 

① 「苦労した」と感じている一方で，「楽しかった」が高い値となっている。苦労しながら設

計し，それを創りあげる喜びを学んだ結果だと思われる。 

② 「もっと時間が欲しかった」が低い値となっている。生徒は次の工程である制作に苦労し，

もっと時間が欲しかったと感じていることからも，今まで以上に設計に時間をかけさせて，

計画を十分に練らせる必要があると思われる。 

 

【制作】 

① 全体的にどの項目も高い値となっているが，「将来に活かせる」がやや低い値となっている。

予想とは異なり，残念であった。 

表 4-5 6 つの観点に関するアンケート結果 

質問事項 構想 設計 制作 評価 工程管理 経営管理 

楽しかった 3.3 3.3 3.3 2.4 1.9 2.4 

苦労した 2.4 3.2 3.8 3.3 3.1 2.8 

深く考えた 2.7 2.8 3.2 2.9 2.6 2.3 

将来に活かせる 2.9 2.8 3.0 3.6 2.9 2.4 

もっと時間が欲しかった 2.5 2.5 2.9 2.5 2.2 2.2 

重要度 3.0 3.2 3.7 3.3 3.5 2.3 

n=16 
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【評価】 

① 「将来に活かせる」が高い値となっている。これは，発表会が強く関連しており，自己評価

や他者評価が上手く機能している結果だと思われる。 

② 「楽しかった」が低い値となっている。生徒たちは発表会において，自分の失敗を表に出さ

ないように意識している。それが，「楽しい」と感じていない理由の一つになっているのでは

ないかと思われる 

 

【工程管理】 

① 「楽しかった」が非常に低い値となっている。これは，発表原稿や発表資料などを期限内に

提出することの難しさを経験した結果だと思われる。また，共同研究を行った場合の他者と

の調整などの苦労が数値に表れている。 

② 「深く考えた」が低い値となっている。「工程管理」を意識せずに作品を作りあげているこ

とが分かる。 

③ 「将来に活かせる」と「重要度」が高い値となっている。授業を終えてみて，「工程管理」

の観点の必要性を感じている結果である。 

 

【経営管理】 

① 全体的にどの項目においても低い値となっている。中でも「深く考えた」・「重要度」の値が

他のどの工程よりも低くなっている。これは，「経営管理」の観点は就業経験を積んで初めて

認識できる要素が多く，学生や就業経験の浅い段階ではその重要性が認識されにくいからで

あると思われる。 

② 「苦労した」が予想以上に低い値となったのは，「経営管理」自体があまり意識されていな

かった結果であると思われる。 

 

(3) 「課題研究」改善の方向性 

アンケートの分析結果から授業の問題点が明らかとなった。表 4-６に，今後の授業展開をど

のように見直して行けば良いかを示す。本研究は，就業を意識させた「課題研究」の分析を含

めている。生徒が，就業を意識するということは，学習を将来に活かしたいと思うことである。

そして，過去を見直したときにそれが活かされると実感できることである。 

表 4-５の「将来に活かせる」の値を図 4-６にグラフとして示す。図 4-６から，生徒たちは６
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つの観点全てが将来に活かせると考えていることが分かる。特に，今回新たな観点として提案

した「工程管理」は高い値となっている。一方，「経営管理」については十分とはいえないが，

予想よりも高い値となった。 

表本数が少ないため統計的な意味は持たないが，参考として図 4-６を「在学生」，「進学者」，

「就業者」に分類して集計した結果を図７に示す。図 4-７より，特に「工程管理」と「経営管

理」においては就業者の値が高い。卒業後さまざまな経験を重ねることで次第にその重要性を

認識できるようになっているのではないかと思われる。 

表 4-6 授業の問題点と改善点 

構

想 

問
題
点 

「楽しかった」と感じているが，「苦労した」や「もっと時間が欲しかった」と感じていない。 

改
善
点 

① 支援のための過去の作品の紹介を厳選する。 

② 作品を紹介するタイミングを遅らせ，生徒がじっくりと構想できるようにする。 

設 

計 

問
題
点 

深く考えずに設計を終えてしまうため，その後の作業工程に苦労している。 

改
善
点 

① 設計が作品の良し悪しを左右する重要な工程であることを授業時にしっかりと認識させる。 

② 作品完成後，生徒に設計の評価を丁寧に行わせる。 

制 

作 

問
題
点 

「将来に活かせる」という認識が弱い。 

改
善
点 

① 過去の学習内容と「課題研究」との繋がりだけではなく，実社会との繋がりを重視した指導を行う。 

② 発表会に足を運んでくれた卒業生に，仕事の体験談等を在学生に話してもらえるような時間を設け

る。 

評 

価 

問
題
点 

生徒たちは発表会において，自分の失敗を表に出さないように意識している。それが，「楽しい」と感

じていない理由の一つになっている。 

改
善
点 

① 発表資料には「失敗した点」を必ず入れさせ，失敗したことを皆の共通知識にさせながら，失敗経験

が自分を成長させていることに気付かせる。 

② 「発表会」に生徒の保護者を招く。保護者にも，生徒の成長を見届けてもらう。 

工

程

管

理 

問
題
点 

授業を終えて「工程管理」の必要性を感じているが，作業過程においてはほとんど意識されていない。 

改
善
点 

① 授業のはじめに，できるだけ詳細なスケジュール表を生徒に配布する。 

② 発表会までの工程管理表を作成させ，失敗による修正を繰り返し体験させる。 

経

営

管

理 

問
題
点 

就業経験を積んで初めて重要性を認識することができる要素が多いため，その必要性が認識されていな

い。 

改
善
点 

① 指導に時間をかける必要はないが，10 年後，20 年後を見据えて必ず指導する。 

② はじめは有料のソフトウェアも含めて検討させる。 

③ 発表会の運営を生徒に任せるなど，生徒が互いに助け合える環境を整備する。 

④ 発表会に足を運んでくれた卒業生に，会社経営という観点から話してもらう。 
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今回のアンケート集計には含めていないが，社会人経験の長い 2005 年以前の卒業生の自由

記述のコメントには「当時は開発する作業，特に『制作』を楽しく感じて熱中して取り組んで

いた。反面，『工程管理』や『経営管理』など今は重要と考える項目に楽しみを得ていなかった。」

といった意見も見られた。またその他の卒業生からは，「『課題研究』はモノ作りを本気で取り

組むことができ，論文の執筆・プレゼン・制作など，この経験は素晴らしい財産となった。」，

「社会人としての必要なスキルが確実に身に付く。」など，「課題研究」での経験が就業後に活

かされているといったコメントが多く見られた。このように，高等学校総合学科における情報

系列「課題研究」は，生徒の就業を意識させた検討からもその意義は大きいと判断できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-6 「将来に活かせる」の観点別評価 
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図 4-7 「将来に活かせる」の観点別評価の時間的推移 
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4.6  結言 

高等学校総合学科の情報系列「課題研究」の改善について考察した。今まで，生徒自身が問

題解決の評価基準を持てていなかった。そこで「課題研究」を，（一社）日本産業技術教育学会

が提案している「創造の動機」，「設計・計画」，「製作・制作・育成」及び「成果の評価」の流

れを基にした，「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の観点に就業を意識させる「工程管理」と「経

営管理」の２つの観点を加えた６観点で考察した。6 つの観点を示すことで，高校生に問題解

決の評価基準を意識させることができた。特に，卒業生は自らの就業経験から「工程管理」と

「経営管理」の観点が将来に活かせると考えていることが分かった。よって，高校生の段階で

は理解が不十分であっても，就業を意識した問題解決能力育成の観点から，「工程管理」と「経

営管理」を加えた 6 つの観点に基づいた授業展開が重要であるという結論に至った。 
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第 5 章 社会への接続を志向した高等学校情報教育の授業開発 

 

5.1 緒言 

情報技術が発展するこれからの社会に求められる問題解決能力育成を目的として，ビッグデ

ータを活用した高等学校「情報と問題解決」の授業を開発する。ビッグデータは，総務省統計

局等から容易に入手することができるが，データは数字の羅列にとどまっているものが多く，

生徒が視覚的に把握することが難しい。そこで，ビッグデータを視覚的・直感的に把握するこ

とができる，経済産業省と内閣官房が共同で提供している地域経済分析システム「RESAS」158) 

を授業に用いる。実践授業を ARCS モデルに基づいたアンケート調査から考察し，問題解決能

力を育成するための授業改善の方向性を提案する。 

 

5.2 社会への接続を志向した高等学校における問題解決能力育成 

(1) 中学校技術・家庭で育む力 

2008 年改訂の中学校学習指導要領技術・家庭の目標に「進んで生活を工夫し創造する能力と

実践的な態度を育てる」と示されている。「生活を工夫し創造する能力」とは，自分なりの判断

をして課題を解決することができる能力，すなわち問題解決能力を指している 140) 。さらに，

2017 年に改訂された次期学習指導要領解説 115) において，「このような力は，生活や社会の中

でどのような問題に直面しようとも自分なりの判断をして解決することができる力，すなわち

問題解決能力にもつながる」と示されていることからも，「工夫し創造する能力」こそが，問題

解決能力の基本的な力であることが分かる。 

 

(2) 高等学校情報で発展的に育む力 

高等学校の全教科の中でも，とりわけ問題解決的な学習を重視してきた教科が「情報」であ

る。高等学校情報は，「小・中学校段階からの問題発見・解決や情報活用の経験の上に，情報や

情報技術を問題の発見と解決に活用するための科学的な理解や思考力等を育み，ひいては，生

涯にわたって情報技術を活用し現実の問題を発見し解決していくことができる力を育む教科」

と位置付けられている 106) 。問題解決能力は，2017 年度改訂の学習指導要領においても重視さ

れており，共通必履修科目「情報Ⅰ」の中では「情報と情報技術を問題の発見と解決に活用す

るための科学的な考え方」の育成が求められる。また，教育内容の見直しとして，「統計的な手
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法の活用も含め，情報技術を用いた問題発見・解決の手法や過程に関する学習を充実する必要

がある。」と指摘されている 106) 。このように，高等学校情報では中学校技術・家庭（技術分野）

教育で培われた生徒の問題解決能力を継続的・発展的に向上させることが重要となっている。 

 

(3) 社会に求められる力 

2017 年 6 月には「未来投資戦略 2017 ―Society 5.0 の実現に向けた改革―」59) が閣議決定

され，第 4 次産業革命に対応した人材育成への投資が決定した。今，社会に求められているの

は，「IT を活用して多様化する課題に創造的に取り組む力」であり，その力を育む中心的な役

割を担うのが，中学校技術・家庭（技術分野）であり，高等学校情報である。中学校技術・家

庭（技術分野）で育まれた問題解決能力を，高等学校情報で発展的に育成し，それを社会へと

繋げていくことが，変化の激しい社会を逞しく生き抜く生徒の育成に欠かせない視点となる。 

 

5.3 中学校から高等学校・社会への接続 

(1) 中学校技術・家庭（技術分野）に対する入学直後の高校生の意識 

2008 年改訂現行学習指導要領中学校技術・家庭（技術分野）は「A 材料と加工に関する技

術」，「B エネルギー変換に関する技術」，「C 生物育成に関する技術」，「D 情報に関する技術」

の 4 つの内容から構成されている。中学校では，各々の内容に即して「生活を工夫し，創造す

る能力」を育むための様々な教育実践が行われており 159) ，問題解決能力の基本が養われてい

る。高等学校情報を指導する上で，高校生が問題解決の基礎を学んだ中学校技術・家庭（技術

分野）についてどのような意識を持っているのかを把握することは有用である。そこで，高等

学校に入学して間もない 2017 年度の 1 年次生を対象に，総合学科 193 名，専門学科 85 名（工

業 48 名，商業 37 名），普通科 159 名に対してアンケートを実施した。結果を表 5-1 に示す。

設問に対して中学校技術・家庭（技術分野）の 4 つの内容（「材料と加工」，「エネルギー変換」，

「生物育成」，「情報」）毎に 4 件法（4：そう思う，3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，

1：そう思わない）から得られた回答の平均値を示し，一番高い値に網掛けした。表 5-１より

読み取れる内容を以下に示す。 

・工業科の生徒は，「材料と加工」「エネルギー変換」「生物育成」「情報」いずれの内容につい

ても値が高く，関心が高いことが分かる。 

・項目 2，3，5，6，9 については，全ての学科の生徒が「情報」に対して最も高い関心を持っ

ており，変化する情報社会への自身の対応について関心が高いことが分かる。 
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全体として「情報」の値が高い。高校生は，中学校技術・家庭（技術分野）「情報に関する技術」

の学習を活かしたいと意識していることからも，高等学校情報における授業研究は広く求めら

れていることが分かる。 

 

(2) 中学校技術・家庭（技術分野）から高等学校「情報と問題解決」 

高校生の多くが中学校技術・家庭（技術分野）「情報に関する技術」について高い関心を持っ

ていることが分かった。そこで，中学校技術・家庭（技術分野）「情報に関する技術」との関連

性が高い高等学校情報との接続について検討する。2009 年告示の高等学校学習指導要領情報

科目の中でも，問題の発見・解決の過程や手法そのものを学ぶ科目が「情報と問題解決」であ

る。表 5-2 に，「情報と問題解決」の目標及び内容を示す。2010 年学習指導要領解説には科目

の狙いの一つとして「実際に情報や情報手段を活用して，適切に問題の発見や解決を行うこと

ができる能力と態度を育成する」と示されている。このように，「情報と問題解決」は，問題解

決能力を発展的に育成するのに適した科目である。また，先行研究が少ない側面もあることか

ら，本研究で取り扱うこととした。 

表 5-1 中学校技術・家庭（技術分野）に対する高校生の意識 

  総合（n=193） 工業（n=48） 商業（n=37） 普通（n=159） 

No 項目 材料 エネ 生物 情報 材料 エネ 生物 情報 材料 エネ 生物 情報 材料 エネ 生物 情報 

1 
小学校から学んでおいた方
が良いと思う。 

2.22 2.00 2.85 2.23 2.25 2.27 3.21 2.60 2.30 2.46 2.54 2.70 2.20 1.97 2.75 2.50 

2 
中学校でもっと深く学習し

ておいた方が良いと思う。 
2.72 2.92 2.81 3.14 2.92 3.02 3.15 3.46 2.35 2.43 2.70 2.81 2.74 2.69 2.81 3.15 

3 
高等学校で引き続き学習し
た方が良いと思う。 

2.82 2.88 2.86 3.40 3.33 3.35 3.19 3.48 2.54 2.73 2.62 3.24 2.66 2.80 2.62 3.25 

4 
将来，仕事をする上で役に
立つと思う。 

2.99 2.76 2.70 3.58 3.60 3.38 2.71 3.58 2.89 2.68 2.51 3.38 2.83 2.80 2.65 3.58 

5 
自分の生活に活かせると思

う。 
2.71 2.41 2.69 3.28 3.15 2.94 3.04 3.44 2.78 2.68 2.41 3.16 2.69 2.34 2.72 3.27 

6 
将来，問題に直面した時，役
に立つと思う。 

2.52 2.55 2.47 3.33 3.27 2.98 2.79 3.44 2.78 2.81 2.57 3.24 2.60 2.68 2.53 3.36 

7 
もっと深く学びたいと思
う。 

2.33 2.20 2.44 2.81 3.29 2.90 2.65 3.15 2.43 2.30 2.32 2.68 2.23 2.14 2.20 2.69 

8 
生活を工夫し創造する能力

が身に付いたと思う。 
2.59 2.24 2.36 2.56 2.98 2.77 2.67 2.88 2.70 2.30 2.32 2.62 2.58 2.23 2.33 2.60 

9 
問題解決の能力が身に付い
たと思う。 

2.17 2.21 2.19 2.58 2.54 2.69 2.40 2.92 2.38 2.35 2.41 2.62 2.15 2.07 2.13 2.55 

  平均 2.56 2.46 2.60 2.99 3.04 2.92 2.87 3.22 2.57 2.53 2.49 2.94 2.52 2.41 2.53 3.00 
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(3) 高等学校「情報と問題解決」の題材選定 

「IT を活用して多様化する課題に創造的に取り組む力」が求められる社会の中で，社会に溢

れる情報を学校教育に活用し，問題解決を行える能力を育成することが求められる。和歌山県

では，2016 年 9 月に「和歌山県データ利活用推進プラン」が策定され，「データ利活用に関す

る先進的な施策や普及・啓発に取り組み，産学官それぞれにおける公的データをはじめとする

さまざまなデータの利活用やそれを支えるデータサイエンス人材の育成等を推進する」取り組

みが行われている 160) ，そこで本研究では，和歌山県の高等学校において，「ビッグデータ」を

用いた授業を実践した。なお，授業実践は，高等学校総合学科において行った。総合学科卒業

生の進路は大学・専修学校・就職それぞれ約 3 割となっている 161) 。多様な進路に対応する総

合学科には，生徒に将来の生き方や職業を深く考えさせながら，社会に生きる力を育成してい

くことが強く求められている。一方，総合学科は，柔軟な教育課程を設置することができる 162) 

ため専門教科情報の科目を開設することができる。本研究では，総合学科であり，なおかつ専

門教科「情報と問題解決」を開設している和歌山県内 W 高等学校において授業を実践した。 

 

5.4 問題解決能力を育むビッグデータ活用の授業実践 

(1) 地域経済分析システム RESAS の活用 

本研究では，ビッグデータを視覚的に捉えることができる地域経済分析システム RESAS を

使用した。地域経済分析システム RESAS（Regional Economy (and) Society Analyzing System）

とは，地方自治体の様々な取り組みを情報提供の側面から支援するために，経済産業省と内閣

官房まち・ひと・しごと創生本部事務局が連携して開発したシステムである。RESAS には，多

様かつ膨大なデータが集約されており，それらを表 5-3 に示す 8 つのマップに基づいて可視化

表 5-2 「情報と問題解決」の目標と内容 92) 

目 

標 

情報と情報手段を活用した問題の発見と解決に関する基礎的な知識と技術を

習得させ，適切に問題解決を行うことができる能力と態度を育てる。 

  

  

内 

容 

(1) 問題解決の概要 ア 問題の発見から解決までの流れ 

イ 問題解決の実際 

(2) 問題の発見と解決 ア データの収集 ウ データの分析 

イ データの整理 エ 最適化 

(3) 問題解決の過程と結果の評価 ア 評価の方法 

イ 評価の実際 
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することができる。マップには，信頼性の高い統計資料が揃っている。また，指定地域の状況

をアニメーションにより視覚的に把握することができるうえ，ボタン一つでグラフを表示する

こともできる。簡単に客観性・信頼性のあるビッグデータに触れることができる RESAS は，

授業用教材に適したシステムである。 

 

(2) 体験入学中学生のビッグデータ活用 

RESAS を使うことで，誰でも簡単にビッグデータを扱うことができる。2017 年 10 月和歌山

県内 W 高等学校の中学生対象体験入学において，RESAS を使った授業を実施した。はじめに，

ビッグデータとは何かを説明し，その後 RESAS を使って和歌山県の現状を調べさせるなど，

簡単なビッグデータ活用を体験させた。授業後に，今後の授業内容の検討や改善に活かすため

である旨を伝えた無記名のアンケートを実施し，中学 3 年生 33 名（男 17 名，女 16 名）から

回答を得た。設問に対して 4 件法（4：そう思う，3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，

1：そう思わない）から得られた結果を表 5-4 に示す。表 5-4 より，体験入学中学生の多くが，

ビッグデータに興味を示し，問題解決にビッグデータが活用できそうだと感じている。また，

中学校技術・家庭（技術分野）で身に付けた「工夫し創造する力」を伸ばせそうだと感じてい

る。このように問題解決能力育成の観点から見ても，高校生へのビッグデータ活用は有用だと

考えられる。 

表 5-3 RESAS の 8 つのマップと主なメニュー 158) 

マップ 主なメニュー 

人口マップ 
人口構成，人口増減，人口の自然増減，人口の社会増減，新卒者就職・進学，

将来人口推移，人口メッシュなど 

地域経済循環マップ 地域経済循環図，生産分析，分配分析，支出分析，労働生産性等の動向分析 

産業構造マップ 
全産業の構造，稼ぐ力分析，企業数，事業所数，従業者数，付加価値額，労働

生産性 

企業活動マップ 
表彰・補助金採択，創業比率，黒字赤字企業比率，中小・小規模企業財務比較，

海外への企業進出動向など 

観光マップ 
目的地分析，From-to 分析，宿泊施設，外国人訪問分析，外国人入出国空港分

析，外国人移動相関分析など 

まちづくりマップ 
From-to 分析，滞在人口率，通勤通学人口，流動人口メッシュ，事業所立地動

向，施設周辺人口，不動産取引 

雇用／医療・福祉マップ 一人当たり賃金，有効求人倍率，求人・求職者，医療需給，介護需給 

地方財政マップ 
自治体財政状況の比較，一人当たり地方税，一人当たり市町村民税法人分，一

人当たり固定資産税 
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(3) 問題解決能力の向上を図る授業展開 

本研究の実践授業は，2016 年と 2017 年，和歌山県内 W 高等学校の専門教科情報「情報と

問題解決」で行った 163) 。「情報と問題解決」は 3 年次生に対して週 2 単位時間で開設してお

り，履修生徒は 2016 年 40 名，2017 年 37 名であった。表 5-5 に 2016 年と 2017 年に実践し

た授業の流れを示し，以下に授業の詳細を説明する。 

表 5-4 ビッグデータ活用に対する体験入学中学生の評価 

 2017 年（N=33） 

No 項目内容 平均 SD 

1 高等学校情報では，中学校で学んだことが役立ちそうだと思いましたか？ 3.58 0.61 

2 今回の学習を通して，中学校技術の学習内容に興味がわきましたか？ 3.33 0.78 

3 今回の学習を通して，ビッグデータに興味がわきましたか？ 3.36 0.70 

4 今回の学習は，自分の将来に役に立つと思いましたか？ 3.45 0.62 

5 ビッグデータは，問題を解決する際に役立ちそうだと感じましたか？ 3.73 0.45 

6 ビッグデータの活用について，もっと深く学びたいと感じましたか？ 3.30 0.59 

7 ビッグデータを活用することで，工夫し創造する力を伸ばせそうだと感じましたか？ 3.39 0.66 

8 中学校技術でも，ビッグデータを活用した学習を取り入れてほしいと思いましたか？ 3.39 0.75 

表 5-5 「情報と問題解決」の授業の流れ 

 2016 年    2017 年  

回 学習内容 時数  回 学習内容 時数 

1 
ビッグデーとは 

RESAS とは 
1  1 

ビッグデーとは 

RESAS とは 
1 

2 RESAS 練習問題 1 1  2 RESAS 練習問題 1 1 

3 RESAS 練習問題 2 1  3 RESAS 練習問題 2 1 

4 分析する地域の選定 1  4 RESAS 応用問題 1 1 

5～8 地域分析及び解決策についての考察 4  5 RESAS 応用問題 2 1 

9～10 問題解決策の発表 2  6 分析する地域の選定 1 

    7～10 地域分析及び解決策についての考察 4 

 
 
 

   11～12 問題解決策の発表 2 
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a) 2016 年の実践授業の流れとその課題 

【授業の流れ】授業 1 回目は「ビッグデータが社会のあらゆる場面で利用されはじめている

様子」について Web ビデオ教材を用いて説明した。次に，RESAS を紹介し，簡単にビッグデ

ータを利用できることを伝えた。さらに，学習課題として「あなたが暮らす，またはゆかりの

ある地域の現状・課題を，RESAS を使って分析し，そのうえで解決策となるような政策アイデ

アを提案する」に取り組むことを説明した。最後に RESAS の基本的な操作方法を説明した後，

自由に操作させた。授業 2･3 回目は RESAS の基本操作を習得させるために，表 3 の 8 つのマ

ップに基づいた練習問題に取り組ませた。授業 4 回目は調べたい地域（市町村）を選定させた。

調査地域は，原則として自分が住んでいる地域とするが，自分の興味があるまたは，ゆかりの

ある地域でも可能とした。授業 5～8 回目は自分が決めた地域についての分析及び，学習課題

に対する解決策をまとめさせた。授業 9～10 回目で解決策を発表させた。 

［課題］授業の様子から，生徒の多くが「RESAS の機能性を十分に理解できていない」，「問

題の要素間の関係を意識できていない」などの課題が見られた。また，学習課題が抽象的であ

ったため，解決策の提案が似通ったものになる傾向があった。 

 

b) 2016 年の授業を改善した 2017 年の授業実践 

2016 年の授業実践での課題を改善するために，2017 年では授業 4・5 回目に「和歌山県に訪

れる外国人観光客の現状をまとめる。さらにそれを近畿圏の府県と比較し，現状を分析する」

表 5-6 研究テーマから見える生徒の興味・関心 

 2016 年（n=220） 

No 分野 内容 人数 割合 

1 環境 環境問題，公害問題，原発問題，自然，ごみやリサイクル問題など 13 6% 

2 社会 平和問題，産業，政治経済，福祉，ビジネス，歴史など 23 10% 

3 文化 異文化理解，言語，コミュニケーション，文学，習慣，民族など 50 23% 

4 生活 家族関係，保育，衣食住生活，服飾など 47 21% 

5 科学 生物，化学，物理，天文，工学，機械，エネルギーなど 15 7% 

6 情報 コンピュータ，通信，SNS など 10 5% 

7 健康 スポーツ，医療，健康科学，美容など 24 11% 

8 芸術 美術，音楽，舞踊，工芸など 38 17% 

 
 

合計 220 100% 
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という応用問題を設定した。さらに，学習課題を生徒の興味・関心に応じたものに改善するた

めに，表 5-6 に示す 2016 年度 3 年次生が「総合的な学習の時間」で，取り組んだ課題研究テ

ーマを参考にした。研究テーマは生徒自らが興味・関心に応じて設定している。表 5-6 より，

生徒全体の 61％が「文化」や「生活」，「芸術」に興味・関心を持っていることが分かった。そ

こで，学習課題をより身近で具体的な内容となるように「あなたがゆかりのある地域の観光に

関する現状・課題を分析し，より多くの観光客を誘客するための施策を提案する」164) に変更し

た。さらに，提案内容について構造図を書かせ，要素間の関係を意識させるように改善した。 

 

(4) ARCS モデルによる授業評価  

実践授業に対する生徒の学習意欲を分析するために，ARCS モデルに基づいたアンケート調

査を実施した。ARCS モデルでは，学習意欲に関わる因子を，「注意 Attention」，「関連性

Relevance」，「自信 Confidence」，「満足感 Satisfaction」の 4 つで定義し，さらに各因子中の動

機づけ特質を表 5-7 に示す下位カテゴリーに分類している 165),166) 。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ARCS モデルを基に作成したアンケートを初回（1 回目の授業の後），最終回（最終授業の後）

に実施し，2016 年は男 20 名・女 14 名，2017 年は男 21 名・女 6 名から回答を得た。初回ア

ンケートでは，はじめて RESAS に触れ，自由に調べ学習を行った学習内容について評価させ

た。設問に対して 4 件法（4：そう思う，3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，1：そう

思わない）から得られた平均値とｔ検定（対応あり）の結果を表 5-8 に示し，考察と課題を以

下に述べる。 

表 5-7 ARCS モデルの 4 つの分類と下位分類 165),166) 

分類 下位分類 

注意 
Attention 

A1  知覚的喚起 

A2  探究心の喚起 

A3  変化性 

関連性 
Relevance 

R1  目的指向性 

R2  動機との一致 

R3  親しみやすさ 

自信 
Confidence 

C1  学習要求 

C2  成功の機会 

C3  個人的なコントロール 

満足感 
Satisfaction 

S1  自然な結果 

S2  肯定的な結果 

S3  公平さ 
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① 初回・最終回共に高い値を示す項目：4・5 

【考察】RESAS の学習が「将来に役立つ」・「身に付けたい」と考えている生徒が多いことから

も，RESAS は教材として有効性が高いと考えられる。 

［課題］2016 年・2017 年共に，初回の方が高い。今後も，生徒の興味・関心を高めるための

方策が必要である。  

 

表 5-8 ARCS モデルに基づいたアンケートの結果 

     2016 年(n=34) 2017 年(n=27) 

 
 No 項目  初回 最終回 

ｔ 

検定 
初回 最終回 

ｔ 

検定 

注

意 

A1 1 
この学習内容を通して新しい発見がありまし
たか？ 

平均 3.21 2.94  3.22 2.96  
 SD 0.77 0.92  0.80 0.81 

A2 2 
この学習内容に好奇心をそそられたました

か？ 

平均 2.82 2.79 
 

3.07 2.89 
 

SD 0.76 0.95 0.62 0.75 

A3 3 
この学習内容に飽きることなく取り組めまし

たか？ 

平均 2.82 2.88 
 

3.26 2.89 
* 

SD 0.83 1.04 0.53 0.75 

関

連

性 

R1 4 
この学習内容は将来役に立つと思いました
か？ 

平均 3.29 3.18 
 

3.48 3.33 
 

SD 0.76 0.83 0.64 0.62 

R2 5 この学習内容は身に付けたい内容でしたか？ 
平均 2.91 2.88 

 
3.22 3.15 

 
SD 0.75 0.98 0.70 0.66 

R3 6 
この学習内容は自分に親しみのある内容でし
たか？ 

平均 2.76 2.44 
* 

2.63 2.93 
 

SD 0.78 0.96 0.79 0.68 

自

信 

C1 7 
この学習内容の目標ははっきりしていました
か？ 

平均 2.82 2.82 
 

3.15 3.30 
 

SD 0.72 0.87 0.66 0.61 

C2 8 この学習をしっかりと進められましたか？ 
平均 2.91 2.85 

 
3.26 3.04 

 
SD 0.87 0.89 0.59 0.71 

C3 9 この学習で自分なりに工夫しましたか？ 
平均 2.62 2.74 

 
2.81 3.11 

* 
SD 0.85 0.90 0.56 0.75 

満

足

感 

S1 10 
この学習で得られた知識や技能はすぐに使え
そうですか？ 

平均 3.24 3.09 
 

3.33 3.26 
 

SD 0.65 0.87 0.62 0.81 

S2 11 
この学習内容は地域から認めてもらえると思
いますか？ 

平均 3.12 3.06 
 

3.33 3.30 
 

SD 0.73 0.65 0.62 0.67 

S3 12 
この学習の成績評価の基準はわかり易かった
ですか？ 

平均 2.68 2.76 
 

2.78 3.11 
 

SD 0.81 0.96 0.80 0.58 

 

 13 
この学習を通してビッグデータの活用に興味
が湧きましたか？ 

平均 2.74 2.59 
 

3.00 3.00 
 

SD 0.83 0.99 0.55 0.68 

 

 
14 今後も RESAS を使ってみたいと思いますか？ 

平均 3.00 2.71  3.07 3.07  

 

 SD 0.74 1.12  0.68 0.83  

*:p<0.05  **:p< 0.01 
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② 上昇が大きい項目：9（2017 年）  

【考察】「自分なりに工夫した」と答える生徒が多いことから，「工夫し創造する力」を発展的

に向上させることができる授業展開であったと考える。 

［課題］標準偏差の値が 0.75 と大きい。生徒によっては，工夫する力が身についていないと感

じている。 

 

③ 有意差のある項目：3（2017 年）  

【考察】最初は，目新しい機能に触れ興味を示したが，次第に操作に飽きが出てきた。 

［課題］2017 年は応用課題を与えるなど，RESAS の活用法を詳しく説明したが，今後も改善

が必要である。 

 

④ 2016 年より大きく上昇した項目：13  

【考察】RESAS を上手く活用できるようになったことにより，ビッグデータに対する興味・関

心が高まった。 

［課題］2016 年より上昇したものの，2017 年の初回とは差がない状態である。今後も授業改

善が必要である。 

 

⑤ 今後も RESAS を使ってみたいか？：14  

【考察】2016 年に比べ最終回の値が高くなった。授業改善により，ビッグデータに対する興

味・関心が高まった。 

［課題］昨年度より平均が上昇したものの，標準偏差が 0.83 と大きい。RESAS の使い方を十

分に把握できていない生徒もいるため，今後も生徒が身近に感じられる学習課題についての検

討が必要である。 

 

次に，表 5-9 に表 5-8 の 4 分類毎の平均値を示し，初回から最終回への値の高下を矢印（0.1

以上の差は長い矢印）で表現した。表 5-9 より，ARCS の中でも「自信」の値が 2016 年に比べ

て大きく上昇した。また，「満足感」は依然として高い値を維持している。一方で，「注意」・「関

連性」の値が 2016 年，2017 年共に最終回に低下または，ほとんど変わっていないことから，

RESAS に対してはじめは興味を示すが，次第に飽きていることが分かる。今後は，「探究心の

喚起」・「変化性」，「目的指向性」・「動機との一致」を意識した授業改善が必要である。 
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(5) 問題解決能力に対する認識の向上 

授業実践を通して，問題解決能力に対する認識が向上したかを調べるために，2017 年度当初

と実践授業終了時にアンケートを実施した。表 5-10 に，設問に対して 4 件法（4：そう思う，

3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，1：そう思わない）から得られた回答の平均値とｔ

検定（対応あり）を行った結果を示す。表 5-10 より，項目 1・2・3・4・5 に有意差が認めら

れる。ビッグデータを活用した授業内容は，問題の発見と解決についての認識を高める上で効

果的であった考えられる。 

 表 5-9 ARCS モデル 4 つの分類の平均値 

  2016 年 (n=34)  2017 年 (n=27) 

分類  初回 最終回  初回 最終回 

A 注 意 
平均 2.95 2.87  3.19 2.91 

SD 0.79 0.97  0.65 0.77 

R 関連性 
平均 2.99 2.83  3.11 3.14 

SD 0.76 0.92  0.71 0.65 

C 自 信 
平均 2.78 2.80  3.07 3.15 

SD 0.81 0.89  0.60 0.69 

S 満足感 
平均 3.01 2.97  3.15 3.22 

SD 0.73 0.82  0.68 0.69 

表 5-10 ビッグデータ活用による問題解決能力に対する認識の向上 

〇年度当初：中学校技術の学習を通して 
2017 年（n=27） 

〇実践終了：RESAS の学習を通して 年度当初 実践終了 
ｔ 

検定 No 項目 平均 SD 平均 SD 

1 問題解決の能力が身に付いたと思う。 2.67 0.83 3.00 0.48 * 

2 
PDCA サイクル（Plan：計画，Do：実行，Check：評価，Act：
改善）を意識しながら学習に取り組めたと思う。 

2.44 0.75 2.93 0.73 * 

3 
生活や社会の中から問題を見出し，解決すべき課題を設定する
力が身に付いたと思う。 

2.59 0.89 3.00 0.62 * 

4 
与えられた条件の基で課題の解決策を考える力が身に付いたと

思う。 
2.44 0.75 2.85 0.72 * 

5 
課題の解決策を製作図，流れ図，作業計画表等に表す力が身に
付いたと思う。 

2.52 0.85 2.89 0.58 * 

6 
実際に作り上げる作業を通して解決策を具体化する力が身に付

いたと思う。 
2.56 0.89 2.89 0.51  

7 
課題の解決結果及び解決過程を評価し改善する力が身に付いた
と思う。 

2.67 0.88 2.89 0.64  

   *:p<0.05  **:p<0.01 
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5.5 未来の創り手を育むビッグデータ活用  

(1) 部活動での実践から見えた授業改善の方向性 

ビッグデータを活用した授業実践により問題解決能力を向上させることができた。一方で，

実践授業には探求心や動機との一致といった「注意」・「関連性」について課題があることが分

かった。そこで，2017 年度の部活動（パソコン部）の生徒（1 年次生：男 1 名・女 2 名，2 年

次生：男 1 名）に対して，2017 年「情報と問題解決」の授業実践とほぼ同様の指導を行った結

果を考察する。指導は，週 1 回約 2 時間の活動で 2 ヶ月をかけて行った。表 5-8 と同様の設問

に対して 4 件法（4：そう思う，3：ややそう思う，2：あまりそう思わない，1：そう思わない）

から得られた結果を表 5-11 に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

生徒数は 4 名と少なく統計的な意味は持たないが，どの生徒も学習への意識が高く，アンケ

ート結果は十分に意味があると考えられる。表 5-11 から，実践授業で課題となっていた「注

意」の値が大きく上昇していることが分かる。さらに，「関連性」については，上昇はそれほど

大きくないが，最終回が 3.67 と高い値になった。次に，パソコン部の生徒が，2017 年「情報

と問題解決」と同様の学習課題「あなたがゆかりのある地域の観光に関する現状・課題を分析

し，より多くの観光客を誘客するための施策を提案する」に対して，取り組んだ内容を表 5-12

に示す。パソコン部の生徒は，自分の興味・関心に関連させつつ，多角的な視点からビッグデ

ータを活用できており，このような実践例は 2017 年「情報と問題解決」の授業では見られな

かった。「情報と問題解決受講の生徒（2017 年）」（表 5-9）と「パソコン部」（表 5-11）との実

践結果の違いを図 5-2 にまとめる。パソコン部の生徒は，自分の興味・関心をビッグデータに

関連付けることができた。その結果，おもしろそうだ，何かありそうだと探究心が刺激され「注

意」の値を上昇させることができた。さらに，自分の興味・関心を活かすことができた結果，

やりがいや学習の意義を見出すことができ「関連性」を高めることができたと考える。 

表 5-11 パソコン部の評価 

  
2017 部活動(n=4) 

分類 
 

初回 最終回 

A 注 意 
平均 3.33 3.50 

SD 0.61 0.68 

R 関連性 
平均 3.58 3.67 

SD 0.65 0.53 

C 自 信 
平均 3.58 3.83 

SD 0.50 0.19 

S 満足感 
平均 3.50 3.50 

SD 0.86 0.53 
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(2) ビッグデータを活用する授業実践方法の提案 

授業実践の成果として，生徒の興味・関心をビッグデータに関連付けることが，「注意」や「関

連性」を高めるための要点であることが示唆された。パソコン部の生徒のようにビッグデータ

を自分の興味・関心に上手く結び付けられれば，自然と学習意欲や探究心が高まる。しかし，

授業ではそのような生徒ばかりではない。自分の興味・関心とビッグデータを上手く結び付け

られずに学習意欲が低下してしまう生徒が出てくる。そこで，興味・関心の度合いに応じたグ

ループ分けによる授業展開が必要であるということが示唆された。 

本研究では，図 5-3 に示すビッグデータ活用の授業実践方法を提案する。このとき，授業で

は，基礎・応用問題等への取組状況を基に，生徒を興味・関心に応じた 3 つのグループに分類

する。ビッグデータへの興味・関心が高い生徒には，自由度の高い課題を与える。多角的な視

点からビッグデータを活用させ，探究心や知的好奇心を刺激する。一方，興味・関心が低い生

徒に対しては，基礎問題に戻りつつ，表 5-6 を参考に生徒が親しみやすい課題を与える。身近

な問題の解決にビッグデータが活用できるということに気付かせながら，学習の将来的価値を

表 5-12 興味を活かした実践例 

自分の好きなアニメを主題に取り上げ，解決策を提案した。 

自分の好きな SNS 利用と関連させながら，解決策を提案した。 

自分の好きな料理と関連させながら，解決策を提案した。 

自分が惹かれる地域文化と関連させながら，解決策を提案した。 

 満足感  

 3.50 

 自 信  

 3.83 

 関連性  

 3.67 

 注 意  

 3.50 

興味・関心に 

関連させられずに活用 

 満足感  

 3.22 

 自 信  

 3.15 

 関連性  

 3.14 

 注 意  

 2.91 

興味・関心に 

関連させながら活用 

 情報と問題解決受講の生徒 パソコン部の生徒 

図 5-2 生徒の興味・関心に関連させることの重要性 
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理解させる。このように誰もが，ビッグデータの利用価値を実感できる授業展開を提案する。 

ビッグデータ活用を授業の中だけで終わらせてはならない。いま，生活や社会が劇的に変わり

つつある。これから，生徒たちは誰も予測できない未来社会を生きていかなければならない。

このような時代に求められるのは，自ら問題を発見・解決し，新たな価値を創造する力である。

将来，問題に直面した際，ビッグデータは有用な道具となる。授業を通して生徒全員が，ビッ

グデータが問題解決に役立つ道具であることに気付かせたい。中学校技術・家庭（技術分野）

で培った問題解決能力を，高等学校情報で発展させ，それを将来確実に活かせる力へと育成す

る。第 4 次産業革命が進む中，今後は IoT，人工知能などの技術を取り入れた授業を開発して

いきたい。 

      

      

 

革新技術を活用し，未来を創造する能力 

      基礎的な練習問題 

ビッグデータ利用に興味を持つ 

図 5-3 ビッグデータ活用の授業実践方法の提案 

RESAS 

学習課題に向けた応用問題 

興味・関心 高 興味・関心 中 興味・関心 低 

自由度の高い 

課題テーマ 

応用問題を発展 

させた課題テーマ 

限定的な 

課題テーマ 

自分の興味・関心に関連付けた探究活動 

卒業後も問題解決にビッグデータを活用 

教材 

工夫し創造する能力 

IoT 

人工知能 ビッグデータ 

ビッグデータを問題の発見と解決に活用する能力 

「
技
術
」 

中
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「
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5.6 結言 

高等学校専門教科情報「情報と問題解決」において，社会に求められる問題解決能力育成を

目的として，ビッグデータ（RESAS）を用いた授業を実践した。2016 年の授業実践に応用問題

を加える等の改善を行ったことで，ARCS モデルの 4 つの分類の内「自信」や「満足感」を高

めることが可能となった。また，実践授業により問題解決能力に対する認識ついても向上でき

ることが分かった。一方，探求心や目的意識などの「注意」や「関連性」については課題が残

っているため，パソコン部との実践比較を行った。このとき，パソコン部の生徒は自分の興味・

関心をビッグデータに関連付けながら課題に取り組むことが分かったため，ビッグデータに興

味・関心が少ない生徒に対しては「注意」や「関連性」についての刺激を与えながら授業を進

めていく必要があることも分かった。これにより，ビッグデータへの興味・関心の度合いによ

りグループ分けする授業形式の提案を行った。 

 3・4・5 章において，中学校から高等学校，社会への接続を志向した問題解決能力育成のた

めの授業について考察した。授業展開を問題解決能力育成の視点から考える際には，システム

的考察の基で展開していくことも検討できる 167) 。今後は，実践した授業を発展させ，システ

ム的考察に基づいた授業展開へと広げていきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

89 

 

第６章 結 論 

 

本研究では，情報教育における問題解決能力育成について考察し，高等学校教科情報におけ

る問題解決能力育成を志向した授業を開発した。予測困難な未来社会を生き抜くために必須の

能力とされている問題解決能力を育成する動きは世界的に広まっている。情報教育に関連した

問題解決能力を育む考え方を世界的な視点から考察し，これらを参考にした日本における学校

教育の観点についてまとめた。小・中・高等学校の各教科等の指導を通して行われる情報教育

の集大成として位置付けられている高等学校教科情報の授業研究の必要性が高まる中，生徒た

ちに直面する問題を解決する能力を身に付けさせ，快適で安全安心な持続可能な社会を創造で

きる人材育成を志向した授業の開発を行った。研究から得られた知見は，以下の通りである。 

第 2章では，国際社会の中で日本の学校教育がどのように行われているかを把握するために，

日本の情報教育の推移をまとめた。1970 年代情報化社会を支える人材の育成を目的として始

まった日本の情報教育は，情報社会を生きる人材の育成，そして高度情報社会を支える人材の

育成へと変化してきた。特に，少子・高齢化やグローバル化が進む日本にとって，情報技術を

牽引する人材育成が喫緊の課題であることから，国家政策としてプログラミング教育を含む情

報教育の充実が図られるようになった。また，学習指導要領において言語能力，情報活用能力

と共に，問題解決能力が重視され，系統的な情報教育の必要性が高まった。高等学校の教科「情

報」は，学校教育で行われる情報教育の集大成として位置付けられている。高等学校を中心と

して生徒の能力育成を考慮した場合，高等学校入学前の中学校，卒業後の社会との連携は欠か

すことのできない重要な視点となる。生徒の問題解決能力育成を目的とした高等学校情報教育

の授業を開発するにあたり，高等学校情報教育に求められる視点を，１．中学校から高等学校

への視点，２．高等学校内の視点，３．高等学校から社会への視点の３点に整理した。 

第 3 章では，中学校技術・家庭（技術分野）で育まれた問題解決能力を，高等学校情報で発

展的に育成するための授業を開発した。中学校技術・家庭（技術分野）と高等学校情報の教科

名の違いから，中・高校生の多くは情報教育内容の連続性について認識できていない。そこで，

中学校技術・家庭（技術分野）の教科書を用いた授業を高等学校で実践した。中学校技術・家

庭（技術分野）の教科書を用いることは，生徒が中学校から高等学校への情報教育の連続性を

理解するために有用であることが分かった。さらに，中学校技術・家庭（技術分野）の教科書

を活用したことで，高等学校教員が中学校の技術・家庭（技術分野）教育の有用性に気付ける
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ということも分かった。 

第 4 章では，高等学校専門教科情報の総合的な科目に位置付けられている「課題研究」にお

いて，中学校技術・家庭（技術分野）教育で培われた問題解決能力を「課題研究」の中で発展

的に向上させるための授業を開発した。「課題研究」を（一社）日本産業技術教育学会が提案し

ている「創造の動機」，「設計・計画」，「製作・制作・育成」及び「成果の評価」の流れを基に

した，「構想」，「設計」，「制作」，「評価」の観点に就業を志向させる「工程管理」と「経営管理」

の２つの観点を加えた６観点で考察した。就業者へのアンケートから，高等学校時代において

も「工程管理」と「経営管理」の 2 つの観点が重要であることが分かった。 

第 5 章では，社会に求められる問題解決能力育成を目的としてビッグデータを活用した高等

学校「情報と問題解決」の授業を開発した。授業には，ビッグデータを視覚的・直感的に把握

することができる地域経済分析システム「RESAS」を用いた。実践授業を ARCS モデルに基づ

いたアンケート調査から考察した。ビッグデータを活用した授業実践により問題解決能力に対

する認識を向上させることができた。一方で，実践授業には探求心や動機との一致に関連する

「注意」・「関連性」について課題があり，ビッグデータに興味・関心が少ない生徒に対しては

「注意」 や「関連性」についての刺激を与えながら授業を進めていく必要があることが分かっ

た。これにより，ビッグデータへの興味・関心の度合いによりグループ分けする授業形式の提

案を行った。 

以上の考察により，次の結論を得た。本研究では，情報技術がさらに高度に進化する未来を

見据えると，今を生きる子どもたちやこれから誕生する子どもたちには問題解決能力を着実に

身に付けさせる必要があり，学校教育の中でも高等学校情報が生徒の問題解決能力を育む上で

重要な教科であることを立証した。特に，高等学校情報教育に求められる視点を，1．中学校か

ら高等学校への視点，2．高等学校内の視点，3．高等学校から社会への視点の 3 点に整理した。

これら 3 つの視点に基づいた授業開発により，中学校技術・家庭（技術分野）で培われた問題

解決能力を高等学校で発展的に育成し，それを社会へ繋げるための授業モデルを示した。また，

高等学校情報の授業実践を通して，教員は生徒が身に付けてきた基本的な問題解決能力を把握

し，それをどのように未来社会に繋げていくかを志向しながら授業を展開すること，さらに生

徒に問題解決能力とは何かを意識させながら学習に取り組ませることが重要であることを明

らかにした。これにより，小学校におけるプログラミング的思考に関わる教育，中学校技術・

家庭（技術分野）における情報技術教育，高等学校における情報科学技術教育の流れの中での

高等学校情報教育における問題解決能力育成のための授業開発を行った。 
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しかし，本研究には次の課題が残された。1．中学校技術・家庭（技術分野）の学習内容との

接続を意識させた高等学校共通教科「情報」のカリキュラム設計，2．将来の作業を予想できる

「工程管理」を取り入れた「課題研究」の授業実践，3．高校生の将来に役立つ先端情報技術を

含めた授業開発，の 3 つの課題である。今後は，これらの課題を解決するための研究に取り組

んでいきたい。 
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